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第1章 序論 
 
 
1.1 福島第一原子力発電所の事故と中長期ロードマップ 
 
平成 23 年(2011)年東北地方太平洋沖地震は，福島第一原子力発電所(1F)において深刻な
事故を引き起こした．構内への津波の到達に伴う非常用電源の喪失により，使用中の核燃料
に関する冷却機能が停止し，原子炉建屋 1 号機，2 号機および 3 号機において炉心損傷が発
生した．これに伴い，圧力容器から溶け落ちて周囲の構造物と混じり合った核燃料である燃
料デブリが発生した 1)． 
1F 廃止措置の完了には，１～3 号機内部に存在する燃料デブリを安全かつ確実に取り出
す必要がある．取り出し作業に際し，作業エリアの線量を低減し，掘削ダストの飛散を防止
するためには，原子炉格納容器(PCV)内部に水を張り冠水して取り出す方法（冠水工法）を
実施することが望ましい 2)．しかし，地震に伴う建屋の損傷により，PCV 内部の冠水が困
難であるとともに，内部からの汚染水（燃料デブリと接触した冷却水）漏洩や地下水の流入
に伴う貯蔵汚染水の増加が課題となっている 3)． 
1F 原発事故のように，炉心の損傷および溶融にまで至った大規模な原発事故は，世界的
にも 1979 年スリーマイルアイランド原子力発電所，1989 年チェルノブイリ原子力発電所
以来，史上 3 例目である．原発事故は，その前例のなさから，各課題に対する明確な対処法
が存在せず，現在も手探り状態で解決に向けたシナリオを検討している状況である．図 1.1
は 2019 年 8 月 29 日における廃炉の進歩状況，表 1.1 は中長期ロードマップにおけるマイ
ルストーン（主要な目標工程）である 4)．廃炉の工程は，(1)使用済み燃料プールからの燃
料取り出し，(2)燃料デブリ取り出し，(3)原子炉施設の解体等のフェーズに分かれており，
(1)に関しては，2019 年 4 月より 3 号機の取り出しが開始されたが，残る 1，2 号機に関し
ては 2023 年度を目途に取り出しを開始する予定である．(2)および(3)に関しては，いずれ
の建屋に関してもシナリオの検討段階である． 
 
 
図 1.1 2019 年 8 月 29 日における廃炉の進歩状況 4) 
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表 1.1 中長期ロードマップにおけるマイルストーン（主要な目標工程）4) 
分野  内容 時期 
汚染水対策 ①汚染水発生量を 150ｍ3/日程度に抑制  
②浄化処理した水の貯水を全て溶接型タンクで実施 
③滞留水処理完了  
・1,2 号機間及び 3,4 号機間の連通部の切り離し 
・建屋内滞留水中の放射性物質の量の減少  
・建屋内滞留水処理完了  
2020 年 
2018 年  
 
2018 年 
2018 年  
2020 年 
使用済燃料プール
からの燃料取り出
し 
① 1 号機燃料取り出しの開始  
② 2 号機燃料取り出しの開始  
③ 3 号機燃料取り出しの開始 
2023 年 
2023 年 
2018 年 
燃料デブリ取り出
し 
①1 号機の燃料デブリ取り出し方法の確定  
②1 号機の燃料デブリ取り出しの開始  
2019 年 
2021 年 
廃棄物対策   処理・処分の方策とその安全性に関する技術的な見通し  2021 年 
 
  
3 
 
1.2 原発事故の収束に関する現状と課題 
 
1.2.1 燃料デブリの存在箇所と放射線量 
 
 2019 年 9 月現在，各建屋内部における燃料デブリの存在状況は，調査ロボットやミュ
オン（宇宙から飛来する放射線が大気と衝突する過程で発生する二次的な宇宙線）透過測定
より以下のように推定されている 5)．表 1.2 および図 1.2 は燃料デブリの存在状況である 6), 
7)．図 1.3 は２号機の内部の様子 8)，図 1.4 は 3 号機の外観である．2011 年 5 月時点におい
て，各建屋周辺の線量は，1 号機：1.04~1.05 Sv/h，２号機：0.342~21.0 Sv/h，３号機：
0.407~9.47 Sv/h と高い線量を観測していた 9)． 
 
表 1.2 燃料デブリの状況 6) 
1 号機 圧力容器内にはほぼ残留しておらず，格納容器内に溶け落ちている 
2 号機 多くは圧力容器内にはほぼ残留し，格納容器内にはほとんど存在しない 
3 号機 圧力容器内には少なく，格納容器内に多く存在する 
4 号機 なし 
 
図 1.2 原子炉建屋 1 号機～４号機の状況（2019 年 9 月）7) 
 
  
図 1.3 原子炉建屋 2 号機内部 8) 
4 
 
 
 
図 1.4 原子炉建屋 3 号機の外観(2016 年 11 月 著者視察時撮影) 
 
1.2.2 汚染水の発生とその処理状況 
 
燃料デブリが存在する 1 号機から３号機では，臨界を防ぐため循環注水冷却を実施して
いる．その結果，2011 年 5 月時点で 100℃を超えていた圧力容器周辺温度が，2019 年 9 月
には約 30℃付近で安定している 10)．しかし，内部の格納容器や圧力容器だけでなく，建屋
自体が損傷している状況において，放射性物質と接触した冷却水，つまり汚染水の漏洩が大
きな課題となっている，表 1.3 は汚染水対策の基本方針 11)，図 1.5 はその概要である 12)． 
注水状況としては，2011 年 5 月時点で約 10 m3/h であった注水量が，2019 年 9 月時点
では 3 m3/h まで減少した．汚染水発生量の現状としては，地下水バイパス，サブドレン，
陸側遮水壁等の「近づけない」対策の結果，対策開始時の約 470m3/日(2014 年度平均)から
約 170m3/日(2018 年度平均)まで低減した 10)．しかし，汲み上げた汚染水は，多核種除去設
備でもトリチウムを取り除くことが出来ず，1F 構内のタンクに貯蔵している．2019 年現在，
汚染水貯蔵タンクは既に 100 万トンを超えており，今後 2 年以内に構内の保管容量の上限
に達することが予想されている． 
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表 1.3 汚染水対策の基本方針 11) 
汚染源を取り除く ・多核種除去設備などによる汚染水浄化 
・トレンチ内の汚染水除去 
汚染源に水を近づけない ・地下水バイパスによる地下水汲み上げ 
・建屋近傍の井戸による地下水の汲み上げ 
・凍土方式の陸路遮水壁の設置 
・雨水の土壌浸透を押さえる敷地舗装 
汚染水を漏らさない ・水ガラスによる地盤改良 
・海側遮水壁の実施 
・タンクの増設 
 
 
図 1.5 汚染水対策の概要 12) 
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1.3 過去の原子力関連の事故と事故後の対応 
 
1.3.1 1979 年スリーマイル島原子力発電所 13) 
 
1979 年 3 月アメリカのペンシルベニア州スリーマイルアイランド（TMI）原子力発電所
の 2 号機で事故が発生した．TMI-2 の損傷した原子炉設備の洗浄には 12 年近くかかり、費
用は約 9 億 7,300 万米ドルであった．約 100 トンの損傷したウラン燃料を除去のほか，周
辺環境における植物表面の除染，洗浄中に使用および保管された水を処理する必要があっ
た．1979 年 8 月には，ワシントン州リッチランドへの低レベル放射性廃棄物の移送が行わ
れた．1981 年から 1982 年にかけて，構造物表面の燃料デブリを高圧洗浄により洗い流し，
1982 年から 1983 年にかけてコンクリート表面を削り取った．1986 年 10 月下旬から 11 月
上旬に，CBM により燃料デブリに合計 409 個の穴を開け，硬いデブリの塊を破壊し除去を
促進した．なお，損傷した燃料は，水中で取り出しを実施(冠水工法)した． 
1985 年 10 月，6 年近くの準備の後、原子炉上のプラットフォームより，キャニスターに
燃料を収納しはじめた．合計で 342 個の燃料キャニスターがアイダホ国立研究所に移送さ
れ，長期保管されている．移送は 1990 年 4 月に完了し，コンクリート容器で乾式保管され
ている． 
1991 年には，原子炉容器の外部からアクセスできない部分に，燃料とデブリの約 1％
(1125 kg)が残留していることが確認された．この燃料は主に，微粒子サイズの堆積物とし
て，あるいは膜のような状態で原子炉内の配管，タンクおよびその他の構造物に付着してい
た．また，同年，TMI-2 原子炉内に残存する汚染水の汲み出しが開始された．原子炉の洗
浄は 1993 年 12 月に終了した．TMI-2 の洗浄作業により，10.6 メガリットル以上の事故汚
染水が生成されており，処理，保管の末，最終的には蒸発処理を行った．  
 
1.3.2 1989 年チェルノブイリ原子力発電所 14), 15) 
 
1989 年 4 月 26 日，ウクライナ（旧ソ連）のチェルノブイリ原子力発電所において，原子
炉４号炉が動作実験中に制御不能となり爆発が生じた．4 月 27 日に減速材としてホウ酸，
石灰，鉛，粘土，砂など 5000 トンをヘリコプターから炉内へ散布した．しかし，その大部
分が炉心付近には達していなかったとされている．5 月 5 日に液体窒素注入を開始すること
で，急激な線量低下を達成した．事故発生から 7 か月後，放射性物質の漏出を防ぐため，石
棺と呼ばれるコンクリート製の構造物で原発を覆う対策を行った． 
現在，新安全閉じ込め設備（NSC）と呼ばれる，現在 4 号炉を覆っている石棺を覆うよう
にして可動式のアーチを建設する計画がある．シェルター構築計画（SIP）は，それを使用
して石棺内にあるとされる放射性物質や汚染された瓦礫などを排除し、4 号炉内部の放射性
物質の除去を進める計画である．建設費用の推定コストは 7 億 6,800 万ドルである． 
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1.3.3 過去の事例と 1F の相違 
 
1F における廃止措置では，周辺地域に再び居住できるよう，施設の完全な廃止・土地の
再生を目指しており，事故炉の「石棺」は想定していない．したがって，廃止措置の流れは，
必然的に TMI に学ぶことになる．しかし，TMI における事故では，放射性物質の原子炉建
屋内（格納容器，圧力容器）への閉じ込めが健全に機能していたことに加え，燃料デブリの
総量は TMI で約 133 トン，1F では 1~３号機で約 880 トンと大きな差がある 16)．  
 
 
1.4 ボーリング用泥水と超重泥水に期待される効果 
 
 泥水産業の発展は，19 世紀中ごろのアメリカ大陸における掘削工事に端を発する．泥水
の機能として，地盤安定液として坑内圧力の調整や，掘削壁の亀裂や開口部に対するマッド
フィルター，マッドケーキの形成による遮水，掘削刷りの運搬・回収などがある．大深度の
掘削では，土圧に対抗するため，泥水には高い比重が求められることから，多様な条件に併
せて泥水の配合も多様化してきた 17)． 
損傷した原子炉の廃止措置において，燃料デブリの取り出しに至るまでの工程を確実に
実行するためには，複数の課題に対して対策を行い，より安全な環境を作り出すことが求め
られる．例えば，損傷箇所の遮水による汚染水の漏洩防止および貯蔵汚染水の増加抑制や，
放射線遮蔽による作業被ばくの回避および計測機器，作業用機械の寿命の長期化などが重
要である．しかし，高放射線量下においては，時間を要する複雑・緻密な作業が困難である
ことから，対策上有効な複数の性質を有する材料を用いて作業の単純化を図ることが望ま
しい．上述の材料を選定する上で，条件として，充填施工が可能であり，高密度な材料であ
ること加え，取り出しを行うために充填後も固化しないという性質が求められる．このよう
な背景と地盤工学分野における既往の知見から，本研究では，地盤掘削に用いられる地盤安
定液に着目した． 
土木工事に用いられるベントナイト泥水は，廃止措置において効果的な性質を多く有す
る．中でも，油井掘削用の地盤安定液として，高比重なバライト粉末を添加したベントナイ
ト泥水が有する性質は，廃止措置において特に有効であると考えられる．本研究では，上記
のベントナイト泥水を原子炉建屋内への充填型土質材料として，一般的な地盤安定液より
も固相分の含有割合が大きい「超重泥水」として各性能を検討した．図 1.6 は超重泥水，図
1.7 は超重泥水の使用イメージを示す．表 1.4 は超重泥水の特性と用途および充填時の効果
の例を示す．  
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図1.6 超重泥水 
 
図1.7 損傷した原子炉における超重泥水の使
用イメージ18) 
 
表 1.4 超重泥水の廃炉に有効な特性および用途 
特性 用途・効果 
高流動性 充填施工，燃料デブリや切削粉の取出し媒体 
粘性，低透水性 汚染水漏洩の抑制 
粘土粒子含有 放射性物質吸着・拡散抑制 
高比重 ガンマ線遮蔽（作業被ばくの回避，機械の長寿命化） 
高含水 中性子線遮蔽，粉塵飛散防止 
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1.5 研究の目的 
 
 本研究では，事故原子炉に対する廃炉技術として，地盤工学で培われてきた既往の技術の
適用を目指した．該当技術として，ボーリング用泥水として用いられてきたバライト混合ベ
ントナイト懸濁液「超重泥水」の活用のため，廃炉に有効である各性能を評価すると共に，
性能の発現メカニズムを明らかにすることで，合理的な配合設計を可能にすることを目的
とする．具体的には，①放射線遮蔽性能および②遮水性能に関して要素試験を通して定量評
価を行い，それらの性能発現に寄与する要因を特定する． 
 
 
1.6 本論文の構成 
 
 本論文は，全 8 章から構成されている．第 1 章には，研究の背景と目的をまとめた．第２
章には，超重泥水の基本的特性として，材料の物理・化学的特性を踏まえた選定理由，配合
および流動特性について論じた．第 3 章では，土質材料の放射線遮蔽性能を評価するため
の実験方法の構築について述べた．第 4 章では，ガンマ線遮蔽性能について実験結果と考
察をまとめた．第 5 章には，中性子線遮蔽性能について実験結果と考察をまとめた．第 6 章
は超重泥水の透水試験を実施し，その結果から遮水性発現に起用する要因を列挙した．第 7
章では，第 2 章～第 6 章で得られた成果をもとに，合理的な配合設計を行うための設計フ
ローを提案した．第 8 章では，本論文の結論を示した． 
本研究の独創的な点は，地盤工学の指標と放射線遮蔽性能を関連付け，材料の遮蔽設計お
よび施工管理の方法を提示した点，そして，泥水試料に対する透水試験方法と得られた透水
係数の工学的意味を明らかにした点である．本論文では，放射線遮蔽性能と遮水性能を併せ
持つ土質系充填材料「超重泥水」の特性を評価し，性能発現に寄与する要因を特定すること
で，要求性能に対する設計配合フローを示した． 
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第2章 超重泥水の基本的性質 
 
 
2.1 超重泥水の配合と作製条件 
 
 超重泥水は，油井掘削など大深度の掘削工事の際，地盤安定液として用いられてきた泥水
技術をベースとする泥水材料である．当該材料は，材料やその配合比率を変化させることで，
比重や流動性など各特性が著しく変化する．そのため，本研究では，複数の配合を用いて試
験を実施することで，その特性の比較を行った．本研究で用いる超重泥水の材料とその特性
および配合について，以下に詳述する． 
 
2.1.1 超重泥水の概要と成立条件 
 
本研究で用いる超重泥水は，蒸留水あるいはイオン交換水に Na 型ベントナイトを添加し
た懸濁液に対し，加重材であるバライトおよび，粘性の調整と安定を保つための分散剤であ
るピロリン酸ナトリウムを加えた泥水である．超重泥水の放射線遮蔽性能や遮水性を評価
するための各実験では，配合による特性の変化や，性能の発現要因を明らかにするため，固
相分の含有割合を変化させた試料を用いた．また，五ホウ酸ナトリウムの添加の有無による
遮蔽性能の比較も行った．放射線の遮蔽には物質の密度が重要とされるため，配合を目標比
重で分類し，一般的に泥水として用いられる比重 1.1 から，流動性を有する範囲でバライト
を最大限添加した比重 2.5 までの超重泥水を作製した． 
本研究では，超重泥水の成立条件として，7 日間の静置によりブリージング量が体積全体
の 1%以下であること，ベントナイトとバライトが完全に分離しないこと，およびシリンダ
ーフロー（直径 80 mm，高さ 80 mm）におけるフロー値が 250 mm 以上 1）, 2）,3)を有するこ
とを達成した配合を使用した． 
 
2.1.2 材料選定の根拠とその特性  
 
超重泥水の材料である水，ベントナイト，バライト，ピロリン酸ナトリウムおよび五ホウ
酸ナトリウムに関する材料選定の根拠およびその特性を以下に詳述する． 
固相分の分析に関して，土粒子の密度は JIS A 1202: 2009，液性限界，塑性限界および塑
性指数は JIS A 1205: 2009 に従い測定した 4), 5)．また，Na 型ベントナイトおよびバライトの
鉱物組成を観察するため，SmartLab(Rigaku)を用いて粉末 X 線回折測定を行った．測定は，
不定方位試料を用いた集中法で，Cu 用 Kβフィルターを用いて行った．測定は，管電圧：45 
kV，管電流：30 mA，スキャンスピード：2.0°/min，スキャンステップ：0.02°，スキャン範
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囲：2.5°-65°の条件で実施した. このとき，試料の含水比は自然含水比（Na 型ベントナイト：
w=9.5，バライト：w=0%）である． 
また，Na 型ベントナイトおよびバライトの粒子の構造解析のため NMR による化学シフ
トの分析を行った．粉末試料は，結晶構造がランダムな方向性を有しているため，固体 NMR
のスペクトルの測定では，異方的な相互作用を消すためにθ =54.73°，すなわちマジックアン
グルで試料を回転させる magic angle spinning/ MAS 6)で実施した．試料は粉体状で内径が
0.8 mm 程度の試料管内に詰め入れ，これをマグネットに挿入したプローブ内で風車上のキ
ャップに高圧空気を噴射することで回転させる．NMR 測定には，JEOL ECA-500（試料回
転数 18kHz）を用いた． 
 
a) 蒸留水/イオン交換水 
各要素試験に用いる超重泥水には，泥水としての流動性を保つための分散媒として，余分
なイオンを除去した蒸留水あるいはイオン交換水を用いた．放射線遮蔽の観点において，水
素原子 H は，原子核が陽子 1 個から成り立つため，中性子衝突断面積が大きい．したがっ
て液体の状態で，水素原子の空間存在度が大きい H2O が中性子の減速材として一般的に用
いられる．なお，実験室における試料作製には蒸留水あるいはイオン交換水を用いるが，遮
蔽実験など超重泥水が大量に必要となる際は，水道水を使用して作製した． 
 
b) Na 型ベントナイト  
ベントナイトは，モンモリロナイトを主成分とする膨潤性を有する粘土である．本研究で
は，米国ワイオミング州ビックホーン地域の Na 型ベントナイト粉末（スーパークレイ：株
式会社ホージュン製）を用いた．Na 型ベントナイトは，荷重材の沈降防止，また遮水性の
付加を目的として添加する．表 2.1 に本研究に用いた Na 型ベントナイトの材料特性，図
2.1 に走査電子顕微鏡（SEM）観察による画像を示す．図 2.2 は，層面に永久負電荷，端面
に変異電荷を有するモンモリロナイトの電荷の分布である 7)． 
試料の pH は，200 ml の蒸留水に試料 4.0 g を加えた分散液に関して，pH メーター(東亜
DKK)を用いてガラス電極法により測定した． 浸出陽イオンの測定は，SFSA(Steel founder’s 
society of America)改良法に従った 8), 9)．6%ベンジルトリメチルアンモニウムクロイド溶液
50ml に対して乾燥試料 0.5g 投入した後，超音波分散機で 20 分間分散を行い，1 時間の静置
の後室温まで冷却した分散液を孔径 0.2 µm のフィルターでろ過した浸出液について，ICP-
AES(Thermo)により Na+，Ca2+，K+および Mg2+の浸出量の測定を行った．なお，CEC は Na+，
Ca2+，K+および Mg2+の浸出量の合計とする．また，負電荷の値は，アルキルアンモニウム
処理を行った水ヒ試料に関して，XRD 測定により d 値を算出し，Olin et al.の Monolayer to 
Bilayer Transition の式で理論計算を行った 10)．表2.1 より，本研究で用いたベントナイトは，
Ca イオンの割合が比較的多い Na 型ベントナイトである．ここで，既往の研究によると，ベ
ントナイトは，モンモリロナイトの負電荷の値が大きいほど，粒子間斥力，すなわち膨潤力
14 
 
が大きいとされている 11)．本研究で用いたベントナイトは，他の Na ベントナイトと同等の
負電荷を有する試料である 12)． 
図 2.3 は粉末 X 線回折の測定結果である．本研究で用いた Na 型ベントナイトには，他の
ベントナイトと同様，モンモリロナイトの他にイライトやクオーツ，カルサイトなどの随伴
鉱物が含まれる． 
膨潤層/非膨潤層の割合判定には，水ヒにより回収したモンモリロナイトをエチレングリ
コールで膨潤させた際のピークの差から計算した 13)．図 2.4 に示す膨潤層/非膨潤層の割合
判定より，本研究で使用した Na 型ベントナイトに含まれるモンモリロナイトは，ほぼ 100%
の割合で膨潤すると考えられる． 
 
表 2.1 使用した Na 型ベントナイトの性質 
土粒子の密度 Mg/m3 2.621 
モンモリロナイト含有率 % 60 
pH 9.2～10.2 
液性限界 % 547 
塑性限界 % 47 
塑性指数 % 500 
陽イオン交換容量 meq/100g 75.18 
Na+イオン溶出量 meq/100g 48.00 
Ca2+イオン溶出量 meq/100g 19.32 
K+イオン溶出量 meq/100g 0.76 
Mg2+イオン溶出量 meq/100g 7.09 
負電荷 0.25~0.27 
 
 
図 2.1 Na 型ベントナイトの走査電子顕微鏡画像（3000 倍） 
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図 2.2 モンモリロナイトの電荷の分布 7) 
 
 
図 2.3 本研究で用いた Na 型ベントナイトの粉末 X 線回折 
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図 2.4 本研究で用いたベントナイトの膨潤層/非膨潤層の割合判定グラフ 
 
 図 2.5 は本研究で用いた Na 型ベントナイトの 1H MAS NMR スペクトルである．図 2.5
より，4.1 ppm の位置に自由水のピークが存在するとともに，-20.0 ppm および 28.1 ppm
に OH 基の信号が検出された．表 2.2 は 1H MAS NMR スペクトルの解析結果である．
HEIGHT は各ピークの高さ，WIDTH は各ピークの幅，AREA は各ピークの面積を示す．
1H の各存在形態の割合は，AREA より自由水：OH 基=2597：91 であり，その多くが水と
しての形態で存在することが示された． 
図 2.6 はスーパークレイの 29Si MAS NMR スペクトルを示す．29Si の化学シフトは重合
の伸長とともに負の値が大きくなる．通常，スメクタイトを構成する Si はケイ酸 SiO44-の
正四面体が連結してシートを形成しており，他の SiO44-との共有架橋数に応じて，Q0：-66~-
78 ppm (他の SiO44-と共有架橋が存在しない)，Q1：-78~-81 ppm (他の SiO44-と共有架橋が
１つ存在する)，Q2：-82~-86 ppm (他の SiO44-と共有架橋が２つ存在する)，Q3： -86~-110 
ppm (他の SiO44-と共有架橋が３つ存在する)，Q4：-110~ ppm (他の SiO44-と共有架橋が 4
つ存在する（=飽和))で表される 14）．表 2.3 の Q3，Q4 の存在割合の比較より，内部の飽和
した SiO44-よりも端面の不飽和の SiO44 が 2 倍程度多いことから，1 シートの面積が比較的
小さいことが予想される． 
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図 2.5 Na 型ベントナイトの 1H MAS 
NMR スペクトル 
 
図 2.6 Na 型ベントナイトの 29Si MAS NMR
スペクトル 
 
表 2.2 スーパークレイの 1H スペクトル解析結果 
 ppm HEIGHT WIDTH AREA 
OH 基 28.090 6.932 1195.29 79.10 
自由水 3.918 85.446 3184.05 2597.39 
OH 基 -20.172 3.262 385.71 12.01 
 
表 2.3 スーパークレイの 29Si スペクトル解析結果 
 ppm HEIGHT WIDTH AREA 
Q3 -92.473 85.336 1033.62 4542.79 
Q4 -108.470 70.745 551.11 2008.02 
 
  
40 30 20 10 0 -10 -20 -30
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28.1 ppm
4.1 ppm
-20.1 ppm
50 0 -50 -100 -150 -200
ppm
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18 
 
c) バライト 
バライト，すなわち重晶石（テルバー：テルナイト株式会社製）は BaSO4 を主成分とす
る鉱石であり，高比重(ρs=4.209 g/cm3)が特徴である．清水や各塩類溶液に対して不活性で
あることから，泥水の加重材として広く用いられる．図 2.7 にバライトの走査電子顕微鏡画
像（3000 倍）を示す．また，表 2.4 に使用したバライトの材料特性を示す． 
図 2.8 に示す粉末 X 線回折の結果から，本研究で使用したバライトについて検出された
ピークは全て BaSO4 であり，不純物をほとんど含まない純度の高い BaSO4 の結晶である． 
 
 
表 2.4 使用したバライトの材料特性 
粒子の密度(g/cm3) 4.209 
湿潤ふるい分析残留分 
+200メッシュ(74 µm) 3% 
+325メッシュ(44  µm) 5% 
 
 
図 2.7 バライトの走査電子顕微鏡画像（3000 倍） 
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図 2.8 バライトの粉末 X 線回折 
 
 図 2.9 はバライトの 1H MAS NMR スペクトルを示す．バライト結晶中の水素は，自由
水のほか，OH 基としての存在形態として複数存在した．これは，粒子端面の形態が複数存
在することを示しており，懸濁液中の分散特性に影響する．表 2.5 に 1H スペクトルの解析
結果を示す．図 2.10はバライトの 27Al MAS NMR スペクトルであるバライト中の 27Al の
形態として，Q4 と Q6 が検出された．表 2.6 に 27Al スペクトルの解析結果を示す．ここで，
XRD の測定結果からは Al のピークは検出されなかったことから，バライト粉末(テルバー)
は，非晶質 Al を含有する可能性がある．  
 
図 2.9 バライトの 1H MAS NMR スペクト
ル 
図 2.10 バライトの 27Al MAS NMR スペク
トル 
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表 2.5 バライトの 1H スペクトル解析結果 
 ppm HEIGHT WIDTH AREA 
OH 基 5.361 34.71 7474.03 2956.46 
自由水 4.478 63.702 98.63 71.6 
OH 基 -6.092 5.65 3137.29 202 
OH 基 1.1 6.704 240 18.34 
OH 基 -0.456 3.285 2171.57 81.29 
 
表 2.6 バライトの 27Al スペクトル解析結果 
 ppm HEIGHT WIDTH AREA 
Q4 68.119 35.128 6862.65 399.98 
Q4 61.333 8.124 849.34 11.45 
Q6 6.709 85.853 1225.43 174.56 
 
d) ピロリン酸ナトリウム 
ピロリン酸ナトリウム十水和物(Na4P2O7)は，超重泥水中の粒子の沈降防止のために添加
する分散材であり，種々の材料分析において粘土試料を分散させるために用いられる．無機
系分散剤の一つであることから，遮蔽材としての長期使用においても材料劣化が生じない
ことが見込まれるため，超重泥水の添加剤として選定された． 
 
e)五ホウ酸ナトリウム 
運動エネルギーが小さい中性子は，陽子と中性子の集合である核子と核子の間で衝突を
繰り返し，原子核内に留まることがある．この原子核内への留まりやすさの目安を，中性子
吸収断面積という．ホウ素は熱中性子線の吸収断面積が大きく，超重泥水に添加することで
中性子線遮蔽性能の向上が期待される．本研究では，超重泥水中の粒子の凝集を防ぐため，
弱アルカリ性を示す五ホウ酸ナトリウムを使用する．図 2.11 に各元素の熱中性子吸収断面
積 15)を示す． 
図 2.11 より，ホウ素のほかにもカドミウムやガドリニウムの熱中性子吸収断面積が卓越
して大きいが，原子番号が大きくなるにつれて，希少となり元素の取り扱いが困難になるた
め，比較的安価で取り扱いが容易であるホウ素が使用される． 
図 2.12 に熱中性子とホウ素の反応を示す．ホウ素は原子核内に中性子を 1 つ取り込むこ
とにより，即発ガンマ線を放出してリチウムとアルファ線に壊変する．ここでアルファ線は
陽子 2 個と中性子 2 個のヘリウム原子核であり，電荷を持つため透過力が小さい．式(2-1)
に熱中性子とホウ素の反応式を示す． 
 
10B+n=7Li+4He                            (2-1) 
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図 2.11 各原子の熱中性子吸収断面積 15) 
 
 
図 2.12 熱中性子とホウ素の反応 
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2.1.3 本研究における基本配合 
 
本研究では，流動性を持つ範囲で水，ベントナイトおよびバライトの割合を変化させるこ
とで，異なる配合における性能の比較を行った．各配合の固相分の割合を端的に示す指標を
比重として，目標比重 1.1，1.8 および 2.5 の超重泥水を用いた．以降，試料・種類の区分に
目標比重を用い，「目標」の表記は割愛する．また，上記の 3 種類の配合に，中性子捕獲に
有効であるホウ素の化合物，五ホウ酸ナトリウムを添加した計 6 種類の試料を本研究にお
ける基本配合として用いた．表 2.7 は本研究で使用した超重泥水の基本配合を示す．また，
図 2.13 は超重泥水を構成する材料の体積割合である．ここで，五ホウ酸ナトリウムの添加
量は，重泥水中および超重泥水中のホウ素水濃度が 8000 ppm となるように算出した．この
値は，福島第一原子力発電所における 235U 濃縮度 5 wt%より推定された未臨界担保のため
の必要ホウ素濃度である 16)． 
 
表 2.7 本研究における超重泥水の基本配合(仕上がり 1m3) 
種類 
水道水 
(kg) 
バライト 
(kg) 
Na型ベント
ナイト 
(kg) 
五ホウ酸ナ
トリウム 
(kg) 
ピロリン酸
ナトリウム
(kg) 
比重 2.5 493 1972 34.5 0.0 0.99 
比重 1.8 719 1007 71.9 0.0 1.4 
比重 1.1 900 90 108 0.0 1.8 
比重 2.5 
(ホウ素添加) 
489 1995 34.2 21.4 0.98 
比重 1.8 
(ホウ素添加) 
707 990 70.7 30.9 1.4 
比重 1.1 
(ホウ素添加) 
869 87 104 38.0 1.7 
 
図 2.13 重泥水の体積割合 
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2.1.4 作製手順 
 
超重泥水の作製手順を以下に記述する．図 2.14 および図 2.15 に使用した攪拌機と攪拌
羽根の形状を示す．また，作製条件を表 2.8 に示す． 
 
1) 攪拌用容器に所定量の蒸留水またはイオン交換水を測り取る． 
2) 所定の蒸留水またはイオン交換水が満たされた攪拌容器に，所定量のピロリン酸ナト
リウムを投入し，攪拌機を用いて 400~450rpm で 2 分間攪拌を行う． 
3) ピロリン酸ナトリウム投入後，攪拌を行いつつ容器にベントナイトを投入し，
400~450rpm で 2 分間攪拌を行う．ここで，ベントナイトがダマになってしまう場合
は，その都度ヘラなどを用いてダマを潰す作業を実施する． 
4) ベントナイトを均一に攪拌した後，攪拌を行いつつバライトを投入し，400~450rpm で
さらに 2 分間攪拌を行う． 
5) 材料全体が均一に攪拌された後，超重泥水中のベントナイトを十分に給水膨潤させる
ため，作製後 24 時間以上静置する．その後，再び攪拌することで均質な泥水とした後，
各試験に用いる． 
 
図 2.14 攪拌機 
 
図 2.15 攪拌羽根 
 
図 2.16 超重泥水作製の概要 
 
表 2.8 超重泥水作製時の条件 
攪拌羽根直径 (mm) 攪拌容器 (L) 周速 (rpm) 温度 (℃) 
50.2 1 約 400 22.5~25 
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2.1.5 本研究で用いた超重泥水の状態量 
 
本研究で用いた超重泥水の状態を示す基本量を，表 2.9 に示す．超重泥水の湿潤密度は，
すなわち比重である．また，乾燥密度は，湿潤体積中の固相分密度を示し，110℃，24 時間
の炉乾燥により算出した．有効粘土密度は，乾燥密度やベントナイトの配合率にかかわらず，
単位体積当たりに含まれるベントナイトの乾燥重量をベントナイト以外の混合材の体積を
除いた体積で割ることにより得られる密度であり，単位体積あたりのベントナイト量を統
一的に評価できる指標である. 有効粘土密度は，既往の研究 17)においても頻繁に使用され
ている指標であり，式(2-2)により算出した． 
 
表 2.9 超重泥水の状態を示す基本量 
目標比重 2.5 1.8 1.1 
含水比 w(%) 24.64 67.14 477.44 
湿潤密度 ρt (Mg/m3) 2.58 1.80 1.11 
乾燥密度 ρd (Mg/m3) 2.07 1.08 0.19 
間隙比 e 1.02 2.82 16.57 
間隙率 n (%) 50.54 73.81 94.31 
有効粘土密 ρe (Mg/m3) 0.0632 0.0869 0.1028 
有効モンモリロナイト密度 ρnm (Mg/m3) 0.0352 0.0486 0.0576 
pH 8.8～9.43 8.98～9.12 8.90～9.11 
 
𝜌𝜌𝑒𝑒 = 𝑀𝑀𝑏𝑏𝑉𝑉𝑏𝑏 + 𝑉𝑉𝑎𝑎 = 𝜌𝜌𝑑𝑑(100 − 𝑅𝑅𝑠𝑠)�100 − 𝜌𝜌𝑑𝑑𝑅𝑅𝑠𝑠𝜌𝜌𝑠𝑠 �  (2-2) 
ここに，ρe：有効粘土密度(Mg/m3) 
Mb：ベントナイトの乾燥重量(Mg) 
Vb：ベントナイトの容積(m3) 
Va：空隙の容積(m3) 
ρd：乾燥密度(Mg/m3) 
Rs：バライトの混合率(%) 
ρs：バライトの土粒子密度(Mg/m3) 
 
有効モンモリロナイト密度とは，砂などを混合した締固めたベントナイトにおいて，単位
体積当たりに含まれるモンモリロナイトの乾燥重量をモンモリロナイト以外の材料の体積
を除いた体積で割ることにより得られる密度であり，式(2-3)と(2-4)により算出した 18),19). 
 
𝜌𝜌𝑒𝑒𝑒𝑒 = 𝐶𝐶𝑒𝑒𝜌𝜌𝑒𝑒100 − (100 − 𝐶𝐶𝑒𝑒) 𝜌𝜌𝑒𝑒𝜌𝜌𝑛𝑛𝑒𝑒 (2-3) 
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𝜌𝜌𝑛𝑛𝑒𝑒 = (1 − 100𝐶𝐶𝑒𝑒 )𝜌𝜌𝑒𝑒1 − 100𝐶𝐶𝑒𝑒 × 𝜌𝜌𝑒𝑒𝜌𝜌𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑑𝑑 (2-4) 
  ここに，ρem：有効モンモリロナイト密度（Mg/m3） 
Cm：モンモリロナイト含有率（%） 
ρsolid：ベントナイトの土粒子密度（Mg/m3） 
ρm：ベントナイトに含まれるモンモリロナイトの土粒子密度（Mg/m3） 
ρnm：ベントナイトに含まれるモンモリロナイト以外の土粒子密度（Mg/m3） 
 
モンモリロナイトの土粒子密度は2.75～2.78 Mg/m3程度と言われており20)，本研究では
2.77 Mg/m3として計算した．  
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2.2 超重泥水の微視的特性 
 
 超重泥水の放射線遮蔽性能や遮水性には，材料内部の構造形成や粒子の分布などの性状
が影響すると考えられる．特に，ベントナイト中のモンモリロナイトは分散媒中で 1nm 薄
片として分散し，コロイドとしてふるまうようになる．コロイド粒子は，粒子自身や分散液
の化学的特性によって凝集・分散が左右されるため，超重泥水の安定性や粘性，流動性を検
討する上で，重要な要素である．そこで，本章では，超重泥水内部における粒子間相互作用
の理論的評価，示差走査熱量計によるサーモポロメトリー，電子顕微鏡観察によって超重泥
水の微視的特性を評価した． 
 
2.2.1 粒子間相互作用の理論的算出 
 
 コロイド粒子であるモンモリロナイトは分散媒中で帯電しており，その周辺には対イオ
ンが存在する．また対イオンの分布は粒子表面付近で広がりを持ち，表面に電位𝜓𝜓を持つ．
電気二重層の物理モデルとして，Helmholtz の電気二重層，Gouy-Chapman による拡散電
気二重層，Stern による拡散二重層がある．ここでは，Gouy-Chapman モデルに基づいた電
位変化の式(2-5)を用いる 21)． 
 
𝜓𝜓(𝑥𝑥) = 2𝑘𝑘𝑘𝑘
𝑧𝑧𝑧𝑧′
𝑙𝑙𝑙𝑙
1 + 𝛾𝛾 𝑧𝑧𝑥𝑥𝑒𝑒( − 𝜅𝜅𝑥𝑥)1 − 𝛾𝛾 𝑧𝑧𝑥𝑥𝑒𝑒( − 𝜅𝜅𝑥𝑥) (2-5) 
ここに， 
𝛾𝛾 = 𝑧𝑧𝑥𝑥𝑒𝑒( 𝑧𝑧𝑧𝑧′𝜓𝜓02𝑘𝑘𝑘𝑘 ) − 1
𝑧𝑧𝑥𝑥𝑒𝑒( 𝑧𝑧𝑧𝑧′𝜓𝜓02𝑘𝑘𝑘𝑘 ) + 1  (2-6) 
𝜅𝜅 = �2𝑧𝑧′2𝑁𝑁𝐴𝐴𝑐𝑐𝑧𝑧2
𝜀𝜀𝑘𝑘𝑘𝑘
  (2-7) 
ここに，e’：電気素量 z：電解質の価数 
𝜓𝜓0：平面表面における電位 k：ボルツマン定数 T：絶対温度 NA：アボガドロ数 c：電解質濃度 
 
コロイド粒子が接近することで生じる電気二重層力を考える．上記と同様に，粒子界面は
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平面として扱う．2 枚の電荷を帯びた平面を接近させると，平面間の中点でイオン数密度が
増加し，浸透圧を発生させる．これが電気二重層力の斥力の起源である．浸透圧をΠとする
と， 2 枚の平面が距離∞から 2h まで接近する場合の浸透圧増加に対して，外から加えられ
るべき仕事である斥力の自由エネルギーVR は式(2-8)で与えられる． 
𝑉𝑉𝑅𝑅 = 2� 𝛱𝛱𝛱𝛱ℎℎ
∞
 (2-8) 
ここで，浸透圧Πは，イオン数密度の Boltzman 分布則より式(2-9)で示される 22)． 
𝛱𝛱 = 𝑘𝑘𝑘𝑘 �𝑙𝑙𝑠𝑠 �1 − 𝑧𝑧𝑧𝑧′𝜓𝜓ℎ𝑘𝑘𝑘𝑘 + 12�𝑧𝑧𝑧𝑧′𝜓𝜓ℎ𝑘𝑘𝑘𝑘 �2� + +𝑙𝑙𝑠𝑠 �1 + 𝑧𝑧𝑧𝑧′𝜓𝜓ℎ𝑘𝑘𝑘𝑘 + 12�𝑧𝑧𝑧𝑧′𝜓𝜓ℎ𝑘𝑘𝑘𝑘 �2� − 2𝑙𝑙𝑠𝑠� 
 = 𝑘𝑘𝑘𝑘𝑙𝑙𝑠𝑠 �𝑧𝑧𝑧𝑧′𝜓𝜓ℎ𝑘𝑘𝑘𝑘 �2 
(2-9) 
 
ここに，𝜓𝜓ℎ：平面間の中間における電位 ns：平面の外側のイオン数密度 
 
したがって，電気二重層力エネルギーは式(2-10)で表される 22)． 
𝑉𝑉𝑅𝑅(2ℎ) = −2𝑘𝑘𝑘𝑘𝑙𝑙𝑠𝑠 � �𝑧𝑧𝑧𝑧′𝜓𝜓ℎ𝑘𝑘𝑘𝑘 �2 𝛱𝛱ℎℎ∞  (2-10) 
 
𝜓𝜓ℎは重ね合わせの原理より，単一の電気二重層の電位𝜓𝜓(h)の 2 倍に等しく，式(2-11)で示
される 22)． 
𝛾𝛾 𝑧𝑧𝑥𝑥𝑒𝑒( − 𝜅𝜅ℎ) = 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙ℎ 𝑧𝑧𝑧𝑧′𝜓𝜓(ℎ)4𝑘𝑘𝑘𝑘 ≅ 𝑧𝑧𝑧𝑧′𝜓𝜓(ℎ)4𝑘𝑘𝑘𝑘  (2-11) 
 
したがって，単一の電気二重層の電位𝜓𝜓(h)および中間電位𝜓𝜓ℎは式(2-12)および式(2-13)で示
される 22)． 
𝜓𝜓(ℎ) = 4𝑘𝑘𝑘𝑘
𝑧𝑧𝑧𝑧′
𝛾𝛾 𝑧𝑧𝑥𝑥𝑒𝑒(−𝜅𝜅ℎ)  (2-12) 
𝜓𝜓ℎ = 2𝜓𝜓(ℎ) = 8𝑘𝑘𝑘𝑘𝑧𝑧𝑧𝑧′ 𝛾𝛾 𝑧𝑧𝑥𝑥𝑒𝑒( − 𝜅𝜅ℎ) (2-13) 
 
以上より，2 枚の平行な平面間として扱われる 2 つの粒子間に働く電気二重層力ポテンシャ
ルは，式(2-14)である 22)． 
𝑉𝑉𝑅𝑅(2ℎ) = −2𝑘𝑘𝑘𝑘𝑙𝑙𝑠𝑠 � �𝑧𝑧𝑧𝑧𝑘𝑘𝑘𝑘 ⋅ 8𝑘𝑘𝑘𝑘𝑧𝑧𝑧𝑧′ 𝛾𝛾 𝑧𝑧𝑥𝑥𝑒𝑒( − 𝜅𝜅ℎ)�2 𝛱𝛱ℎℎ∞   = −2𝑘𝑘𝑘𝑘𝑙𝑙𝑠𝑠 ⋅ 64𝛾𝛾2 � 𝑧𝑧𝑥𝑥𝑒𝑒( − 2𝜅𝜅ℎ)𝛱𝛱ℎℎ
∞
 (2-14) 
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= 64𝑘𝑘𝑘𝑘𝑙𝑙𝑠𝑠𝛾𝛾2
𝜅𝜅
𝑧𝑧𝑥𝑥𝑒𝑒( − 2𝜅𝜅ℎ)  
 
非球形粒子であるモンモリロナイトのまわりに形成される電気二重層について，既往の
研究では，粒子を円盤状と仮定して Poison-Boltzman 方程式を解き，低イオン強度下では，
層面の負電荷による電気二重層が端面を覆う spill over が生じるとされている．図 2.17 に
spill over の模式図を示す．これは，本来静電引力が生じる層面-端面間に斥力が生じること
を示唆する．既往の研究によると，溶液中の陽イオンの価数が 1 の場合，電解質濃度が 10 
mmol/L 以下で spill over の効果が支配的となる 23)．したがって，電解質濃度 4.48 mmol/L
の溶液を用いる超重泥水中のモンモリロナイトは，図 2.17 における pH 条件下かつ低電解
質濃度条件下であり，粒子が陽イオンに覆われている状態である．したがって，その層面-
端面間には，電気二重層による斥力が生じると判断される． 
 
 
図 2.17 Spill over の模式図 22) 
 
 前述した van der waals 力および電気二重層を用いて，超重泥水内部のコロイド現象の相
互作用エネルギーを検討する．ここで，超重泥水中に存在するバライトは，その粒径および
強熱減量水分をほとんど持たないことから，コロイド現象には大きく寄与しないと判断す
る．粒子間距離 D は，モンモリロナイト 1 層の厚さδおよび固相率φを用いて式(2-15)で示
される 7)．ここで，層の厚さが極めて小さい場合，δ=1 とする． 
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𝐷𝐷 = 100𝛿𝛿
𝜑𝜑
− 𝛿𝛿 = 100
𝜑𝜑
− 1 (2-15) 
 
粒子表面電位および stern 電位として扱うゼータ電位は 24)，ゼータサイザーナノシリーズ
(sysmex 社製)を用いて室温 23℃で測定した．比重 2.5 および比重 1.8 は 100 倍希釈，比重
1.1 は 10 倍希釈に調整した超重泥水を用いて，1 試料につき 3 回の測定を行い，その平均
値を使用した．各試料の計算に使用した各パラメーターを表 2.10 に示す．測定値は既往の
研究におけるワイオミング産モンモリロナイトのゼータ電位と同程度であった．式(2-16)は，
電位が1/e となるデバイ長と呼ばれるパラメーターである 25)． 
 1
𝜅𝜅
≅
3 × 10−8
𝑧𝑧√𝑐𝑐
 (2-16) 
 
表 2.10 計算に使用した各パラメーター 
試料 比重 2.5 比重 1.8 比重 1.1 
固相率 φ 2.8 3.6 4.8 
粒子間距離 D nm 96.5 47.6 30.5 
ゼータ電位 ψ mV -30.1 -44.2 -54.3 
モンモリロナイト粒子の厚さ δ 1.37 nm 26) 
電解質の価数 z 1 
ボルツマン因子 kT/e 25.7 mV 
モンモリロナイトの Hamaker 定数  A 2.2×10-20 J 27) 
電解質濃度 c 0.00448 mol/L 
デバイ長 1/κ 4.48 nm 
 
以上を用いて，超重泥水中のモンモリロナイト二粒子間にはたらくエネルギーを算出し
た．図 2.18，図 2.19 および図 2.20 は，各配合における電気二重層力による反発ポテンシ
ャルエネルギーVR，van der waals 力による引力ポテンシャルエネルギーVA および全相互作
用エネルギーV である． 
 図 2.21 に全試料の全相互作用エネルギーV の比較を示す．いずれも d=20 nm から 2 nm
にかけてエネルギー障壁が存在する．一般に，エネルギー障壁の高さ Vm>15kT であれば
障壁を越える可能性は小さく，Vm<15kT であれば越え得ると考えられている 27)．表 2.11
に超重泥水におけるエネルギー障壁高さを示す．表 2.10 より，各試料の粒子間距離 D は障
壁位置から十分に離れていることから，粒子間相互作用はほとんど機能せず，斥力が発現す
るほど粒子が近づくまで，重力に従い沈降に向かうことになる．しかし，容易に d=2 nm 以
下になることはないため，凝集は生じないと考えられる． 
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図 2.18 比重 2.5 のモンモリロナイト粒
子間相互作用エネルギー 
 
図 2.19 比重 1.8 のモンモリロナイト粒子
間相互作用エネルギー 
 
図 2.20 比重 1.1 のモンモリロナイト粒
子間相互作用エネルギー 
 
図 2.21 各試料のエネルギー障壁の比較 
 
表 2.11 各試料のエネルギー障壁高さ 
試料 Vm/kT 
比重 2.5 0.0372 
比重 1.8 0.0996 
比重 1.1 0.157 
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2.2.2 低温 DSC を用いた空隙構造の評価 
 
前述のコロイドの粒子間相互作用の観点から，超重泥水の挙動には粒子間距離，すなわち
間隙径が重要であることが示された．ナノレベルの空隙を測定するため，示差走査熱量計
（以下 DSC）を用いて測定を行った．低温サーモポロメトリーは，DSC を室温より低温域
で測定し，水分の凍結挙動より細孔分布を分析する手法である 28)．その感度は，1 nm から
100 nm 程度であり，微小細孔の測定に適している． 
超重泥水は，完全な飽和状態であると共に，構造が脆弱であることから，水銀圧入法は適
用できない．したがって，非破壊で測定できる低温 DSC を用いた．試料を 28mg（±0.5mg） 
として，リファレンス試料にはアルミナ粉末を用いた．室温から-70℃まで段階的に冷却し，
その後-70℃から室温に至るまでの DSC および DDSC（DSC の微分値）を評価した．図
2.22，図 2.23 および図 2.24 に超重泥水の低温 DSC の測定結果を示す．結果から，どの試
料においても自由水の凍結・融解の際の変化およびノイズ以外は検出されず，超重泥水内部
の水はほとんどが自由水であり，間隙径はマイクロレベル以上であることが明らかになっ
た． 
 
 
図 2.22 超重泥水比重 1.1 の DSC 測定結果 
 
図 2.23 超重泥水比重 1.8 の DSC 測定結果 
 
 
図 2.24 超重泥水比重 2.5 の DSC 測定結果 
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2.2.3 内部構造の電子顕微鏡観察 
 
2.2.3.1 湿潤状態のベントナイト泥水の観察 
 
懸濁液状態のベントナイト粒子の構造を観察するため，ベントナイト懸濁液の乾燥処理
を行わず，走査電子顕微鏡の高圧（40Pa）低真空モードによる観察を行った．高圧低真空状
態では，入射電子と試料近傍の分子が衝突しイオン化することで，試料表面の電子を中和さ
せることで，湿潤状態で導電性を持たない試料をその状態で観察することができる． 
図 2.25，図 2.26 および図 2.27 は，超重泥水の配合（比重 2.5，1.8 および 1.1）に対応し
たベントナイト泥水の湿潤状態の走査電子顕微鏡画像である．図 2.25 より，最もベントナ
イト添加率が小さい 7wt%懸濁液(比重 2.5 の配合)では，間隙が均一に分布し，固相分が緩
くスポンジ状の構造を形成していることが分かる．一方，図 2.26 および図 2.27 より，ベン
トナイト添加量の多い 10wt%懸濁液および 12wt%懸濁液では，間隙が観察されず，膨潤し
たベントナイトにより大きな間隙が充填されている様子が分かる． 
 
  
図 2.25 ベントナイト 7wt%懸濁液（左 600 倍，右 3000 倍） 
  
図 2.26 ベントナイト 10wt%懸濁液（左 600 倍，右 3000 倍） 
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図 2.27 ベントナイト 12wt%懸濁液（左 600 倍，右 3000 倍） 
 
2.2.3.2 乾燥状態の超重泥水の観察 
 
超重泥水の試料は，高真空モードにおいて走査電子顕微鏡画像による観察を行った．高真
空による観察では，顕微鏡内を低圧高真空状態(10-1～10-5Pa)に維持し，電子線の反射によ
り観察を行うため，試料は完全に乾燥状態にする．また，試料上に電子が蓄積しないよう，
試料表面を導電加工として白金（Pt）によって試料表面をコーティングした． 
図 2.28，図 2.29 および図 2.30 は，乾燥状態の超重泥水の様子である．図 2.28 および図
2.29 より，バライト添加量が大きい比重 2.5 および比重 1.8 の内部に，様々な大きさの結晶
状粒子が存在し，この結晶がバライトであることが推測される．一方，図 2.30 においては，
図 2.28 および図 2.29 に見られる結晶状粒子がほとんど観察されず，薄片状のモンモリロ
ナイトが乾燥により凝集したものとみられる固相として観察された． 
 
  
図 2.28 超重泥水比重 2.5（左 2000 倍，右 600 倍） 
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図 2.29 超重泥水比重 1.8（左 2000 倍，右 600 倍） 
  
図 2.30 超重泥水比重 1.1（左 2000 倍，右 600 倍） 
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2.3 超重泥水の巨視的特性  
 
超重泥水の特性は，配合に依存しており，液体に近いものから固体に近いものまで，性質
の相違が著しい．ここで，超重泥水の現場への適用において重要となる巨視的特性として，
材料としての安定および掘削粉排出のための掘削粉に対する支持力，静置に伴う粘度の変
化，ポンプによる圧送が可能な流動性が挙げられる．いずれの過程においても，超重泥水に
生じる力は主としてせん断力であり，これらの性能評価には，せん断強度の把握と粘度発現
メカニズムの解明が必要である．そこで，本章では，針貫入試験を応用した貫入・引抜き抵
抗の評価，ベーンせん断によるせん断応力の評価，B 型粘度計による低せん断速度域の流動
特性評価，レオメーターによる高せん断速度域の流動特性評価を行った． 
 
2.3.1 超重泥水の性状の経時変化 
 
2.3.1.1 針貫入試験を応用した貫入・引抜き抵抗の評価 
 
超重泥水の安定性，すなわち粒子の支持性能および分離への抵抗性を実験的に評価する
ために，超重泥水比重 2.5，比重 1.8 および比重 1.1 について針貫入試験を援用したテクス
チャーアナライザーによる貫入および引抜き抵抗力の実験的検討を行った． 
表 2.12 に試験条件を示す．また，図 2.31 に使用装置の写真を示す．貫入・引抜き抵抗を
測定するための治具は，土粒子を球状と仮定し，球状治具を選定した．なお，テクスチャー
アナライザーによる貫入試験には，測定の 7 日前に作製した試料を用いた．  
 
表 2.12 使用装置と試験条件 
使用装置 TA.XTplus (EKO 精機) 
最大荷重 500 g 
荷重分解能 0.1 g 
距離分解能 0.001 mm 
使用治具 0.5 インチ球状プローブ 
圧縮引抜き速度 3 mm/sec 
測定開始位置 測定台より 10 cm 
圧縮・引抜き距離 9 cm 
試料作製日 測定 7 日前 
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図 2.31 テクスチャーアナライザーおよび球状治具 
 
図 2.32 に貫入抵抗荷重と貫入距離の関係を示す．図 2.32 より，比重 2.5 は他の試料と比
較して最大荷重が 10 倍程度大きい値であり，貫入距離の増加に伴う荷重の増加傾向は直線
的である．また，引抜きの際は，貫入時の半分程度の抵抗値を示している．これは，超重泥
水自体の重量やベントナイトによる高粘性に加えて，バライト粒子の接触に伴う力学的作
用の影響が大きいと考えられる．比重 2.5 の配合は他の超重泥水よりも内部支持力および粒
子の分離に対する抵抗性が大きいと考えられる． 
図 2.33 に比重 1.8 および比重 1.1 拡大図を示す．図 2.33 より，貫入距離 80 mm 程度に
おいて，底面の影響と思われる傾きの変化が生じた．これらの試料は，バライトの体積割合
が小さく，粒子間の接触がほとんどないことから，貫入開始直後には貫入の影響が底面まで
到達していないと考えられる．ベントナイトの割合が最も多い比重 1.1 は，貫入・引抜きと
もに比重 1.8 よりも大きく，粒子間相互作用によると考えられる抵抗値を示した．これによ
って，比重 1.1 は材料分離に関しても一定の抵抗性があることが示された．一方，比重 1.8
に関しては，引抜きの際に，浮力が働いている．比重 1.8 内部では分離しようとする材料に
対して分離を促進する方向に力が働くため，分離に対する抵抗力が小さいと考えられる． 
 比重 2.5 の測定結果は，他試料と比較してばらつきが見られた．これは，1 度目の測定に
より材料の内部構造が破壊されたことに加えて，壁面の影響も考えられる．そこで，図 2.32
の測定後にスパチュラで 100 回攪拌し，即座に再度同様の測定を行った．図 2.34 に測定結
果の比較を示す．図 2.34 より，攪拌後の貫入抵抗および引抜き抵抗は，攪拌前よりも小さ
い値を示した．これは，十分に静置された超重泥水にせん断を加えることにより，バライト
粒子同士の接触により形成されていた骨格構造が破壊され，その粒子間にベントナイトゲ
ルが入り込むことで粘性が低下し，流動性が回復したと考えられる．  
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図 2.32 貫入抵抗荷重と貫入距離の関係 
 
図 2.33 貫入抵抗荷重と貫入距離の関係(比重 1.8 および比重 1.1 の拡大図) 
 
図 2.34 比重 2.5 の攪拌前後の荷重値の比較 
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2.3.1.2 ベーンせん断による静置時間に伴うせん断強度の変化の評価 
 
 超重泥水は，充填後の静置が予想されることから，時間経過に伴う力学特性の変化を把握
する必要がある．そこで，超重泥水の静置時間に伴うせん断応力の変化を検討するため，ベ
ーンせん断試験を実施した． 
所定量の超重泥水を容器（プラモールド）に充填した後，ベーン羽根上端が超重泥水の表
面に位置するように差し込む．ベーン羽根を設置した状態で，超重泥水を所定の時間静置し
た後，せん断強度の測定を開始した．ベーン回転時間は 300 s に統一した．表 2.13 は試験
条件，図 2.35 は充填容器とベーン羽根の寸法である．測定のタイミングは，作製直後，静
置してから 24 時間後および 72 時間後で行った．  
 
表 2.13 全自動ベーンせん断試験機と試験条件 
装置 SROM-VST（SRE製） 
ベーン羽根 D=40 mm，H=80 mm 
トルク範囲 0～2.0 N・m 
測定間隔 1回/1 s 
回転速度 0.1°/s 
回転時間 300 s 
容器（プラモールド） φ 100 × 200mm 
試料量 1100 ml 
試料深さ 140 mm 
試料温度 23～24 ℃ 
 
 
 
図 2.35 充填容器およびベーン羽根の寸法 
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a) 静置時間に伴うトルクの変化 
超重泥水の配合ごとに，測定時のトルクの挙動に相違が見られた．図 2.36 および図 2.37
に作製直後および 72 時間経過後の測定におけるトルクを示す． 
図 2.36 および図 2.37 より，全てのケースにおいて，トルクの値は作製直後から 72 時間
静置後にかけて増加した．この結果は，静置によって超重泥水の内部構造が形成されること
を示す．経時に伴うトルクの増加の割合は，比重 2.5，1.1，1.8 の順に大きく，内部構造の
形成が単に固相分の割合に依存するものではないことを示唆する． 
また，配合によって 2 種類の挙動のトルクが存在した．超重泥水比重 2.5 は，測定開始と
共にトルクが徐々に増加し，ピークを示した後，一定値を示している．これは，比重 2.5 の
体積の約半分がバライトであることから，バライト粒子の同士の接触の影響により固体的
な挙動を示したと考えられる．そのため，バライト体積割合が 24.3%，2.2%である比重 1.8
および比重 1.1 は，トルクの増加割合は小さく，ピークを示さなかった．以上から，比重 1.8
および 1.1 では物理的な粒子間接触はほとんどないと考えられる． 
以上から，静置に伴う超重泥水の内部構造の形成は，比重 2.5 においてはバライトの土骨
格形成による物理的な要因に起因し，比重 1.1 に関しては，ベントナイト中のモンモリロナ
イトの電気的な結合など，化学的な要因によると考えられる．トルクの値および経時による
その増加量が最も小さかった比重 1.8 は，バライト，ベントナイトともに内部構造を形成す
るほどの添加量に達していなかったことから，分散媒の特性が支配的であったと考えられ
る． 
 
  
図 2.36 トルクの挙動（作製直後） 図 2.37 トルクの挙動（72 時間後） 
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b) 静置時間に伴うせん断強度の変化 
全自動ベーンせん断試験機によるせん断強度の測定結果を示す．回転時間 300 s の測定で
示された最大トルクから，式(2-17)を用いてせん断強度を算出した 29)．図 2.38 は，せん断
強度と静置時間の関係を示す． 
𝜏𝜏 = 𝑘𝑘𝑒𝑒𝑎𝑎𝑚𝑚
𝜋𝜋 �
𝐷𝐷2𝐻𝐻2 + 𝐷𝐷36 � (2-17) 
 ここに，Tmax：最大トルク 
D：攪拌羽根の短辺 
H：攪拌羽根の高さ 
 
図 2.38 から，初期のせん断強度は，比重 2.5，比重 1.1，比重 1.8 の順に大きい．また，3
種類の超重泥水は，静置時間と共にせん断強度が増加した．静置時間に伴うせん断強度の増
加量は，比重 2.5 において最も大きく，比重 1.8 および比重 1.1 は，時間経過とともに同程
度のせん断強度を示した．比重 2.5 は，静置時間 600 h においてもせん断強度が増加してい
ることから，静置時間の増加に伴い更に強度が増加することが見込まれる． 
 
 
図 2.38 せん断強度と静置時間の関係 
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2.3.2 B 型粘度計による低せん断速度域の流動特性評価 
 
超重泥水の流体としての分類を把握するため，流動体の粘度測定に広く用いられている B
型粘度計を用いて超重泥水の粘度を測定した．測定条件を表 2.14 に示す．ここで，使用装
置において，回転速度 2 rpm 以上で測定する場合，測定開始からある特定の回転速度に到
達するまでに掛かる時間（応答速度）は約 30 秒である．したがって，測定時間は回転開始
から 1 分後で統一した．また，各回転数における測定は，間を置かず連続的に測定した．こ
こで，配合によって測定可能な治具が異なるため，比重 2.5 と 1.1 の重泥水は，M4 の円筒
形治具を B 型用いて測定を行った．比重 1.8 の試料については，M3，4 を使用した．図 2.39
に装置と治具の写真を示す． 
 
表 2.14 測定条件 
仕様装置 TVB-22型（東機産業） 
種類 単一円筒型回転粘度計（スピンドル型） 
円筒形治具 M3，M4 
ガード あり 
ビーカー 500ml（φ=85mm） 
試料量 300ml 
試料温度 23～24℃ 
測定時間 回転開始から 1分後 
 
  
 図 2.39 B型粘度計と円筒形治具（左：M4，右：M3） 
 
 B 型粘度計による測定結果を，みかけ粘度ηa とせん断速度 D の関係として図 2.40 に示
す．ηa –D 曲線より，超重泥水は，せん断速度 D に依存して粘度ηa が変化する非ニュートン
性の流体である．一定のせん断速度 D を超えると超重泥水はニュートン流体として振る舞
うことから，降伏値を持つ流体（ビンガム塑性流体）の特性を併せ持つ 30)． 
図 2.40 より，比重 2.5 が最も大きいηa を示し，ゆるやかな粘度変化が生じた．一方，比
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重 1.8 は最も急激な変化を示し，D=5 (1/sec)の時点でηa =0 (Pa・s)付近であることから，せん
断を加えると，容易に水に近い状態に変化することが示された． 
 超重泥水の流動性に関するせん断履歴の影響を確認するため，B 型粘度計の回転速度を
0.2 rpm から順に上昇させ，100 rpm まで到達した後徐々に低下させつつ測定した．図 2.41
に測定結果を示す．ここで，矢印方向に回転速度の上昇，低下を示す． 
図 2.41 から，各試料において回転速度上昇時よりも，下降時のせん断応力が低下し，τ–
D 曲線がループを描いた．このような過去のせん断による粘性への影響をチキソトロピー
性といい，この性質を有する流体をチキソトロピー性流体という 31)．図 2.42 は粘度回復の
概念図を示す．チキソトロピー性流体は，作用していたせん断が取り除かれた後も，粘度が
瞬時に回復しない特徴がある．これは，せん断により破壊された構造が回復し，元の粘度ま
で回復するまでに時間を要することを示す．したがって，チキソトロピー性流体は，せん断
速度を上昇させた後，最高速度から低下させていくと， τ–D 曲線がループ状を描く．この
ループをヒステリシスループと呼び，この面積は，流体の時間依存性の大きさを示す指標で
ある 32)． 
 
図 2.40 超重泥水のηa–D曲線 
 
図 2.41超重泥水のτ–D曲線 
  
図 2.42 粘度回復の概念図 26) 
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2.3.3 レオメーターによる高せん断速度域におけるせん断応力の評価 
 
充填時の超重泥水の挙動を把握するためには，ポンプ圧送中の速度を想定した高せん断
速度域における力学的特性を把握する必要がある．せん断応力の測定には， MCR301 レオ
メーター（Anton Paar 社製）を使用した．図 2.43 および図 2.44 は装置概要を示す．超重泥
水は含有粒子の最大粒径が約 0.1 mm であるため，粒径の影響を受けないよう測定距離が
0.702 mm となる供軸円筒形の冶具を用いた．既往の研究においてポンプや掘管内部におけ
るせん断速度は，102～103 s-1 とされている 33), 34)．本章では，ポンプ圧送時のせん断速度を想
定して，測定温度 20 度において，せん断速度を 0.01 s-1 から 1000 s-1 まで上昇させた後，
1000 s-1 から 0.01 s-1 まで下降させ，それぞれ毎秒 120 点の測定を行った. 
 
 
図 2.43 レオメーターの外観 
 
図 2.44 装置寸法 
 
2.3.3.1 超重泥水の流動特性 
 
せん断応力の測定結果を図 2.45 に示す．ポンプ圧送に相当するせん断速度 1000 s-1 にお
いて，各配合のせん断応力が最大 900 Pa 程度異なることが示された．また，3 種類の超重
泥水のせん断応力について，以下に述べるように異なる挙動を示した． 
図 2.45 から，せん断速度上昇時と下降時で 0.01 s-1 において異なる応力が示された．速
度上昇の初期は材料の内部でも自由水，ベントナイト懸濁液，バライト分散液のように，拘
束力が小さい部分から順に運動しており，傾きが変化する点で試料全体が一様に流動しは
じめると考えられる．本研究では，この点を降伏点とみなす．また，上昇曲線の直線部分を
縦軸側に延長すると，0.01 s-1 におけるせん断応力が下降時とほぼ同値を示すことから，本
研究ではその値を降伏値(Bingham 降伏値 35))とした．超重泥水比重 2.5 の降伏値は 90~100 
Pa の範囲に存在し，比重 1.1 の降伏値は 10~20 Pa の範囲に存在した．一方，比重 1.8 の超
重泥水は，比重 1.1 よりも固相割合が大きいにも関わらず，せん断応力および降伏値が最も
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小さいことが明らかとなった． 
図 2.46 は超重泥水の粘度とせん断速度の関係である．比重 1.8 および比重 1.1 の超重泥
水は，1000s-1 において，岩盤注入用の高炉セメントよりも粘度が小さいことが示された 36)．
したがって，これらの配合は，ポンプ圧送による施工が十分に可能であると考えられる． 
 
 
図 2.45 超重泥水のせん断応力および 
せん断速度の関係 
 
図 2.46 超重泥水の粘度とせん断速度の
関係 
 
2.3.3.2 ベントナイト懸濁液およびバライト分散液の流動特性 
 
前述の結果から，比重 2.5 および比重 1.1 はともに高い降伏値を有するが，その降伏値に
影響を与える因子が異なると考えられる．そこで，各超重泥水における粘性の発現要因を特
定するため，以下に述べるように，ベントナイト濃度およびバライト粒子のせん断挙動に起
因する粘性特性についてそれぞれ調査した． 
ベントナイト濃度の違いによるせん断応力の傾向を把握するため，体積濃度を 3.8 %(比
重 1.8)から増加させてベントナイト懸濁液を作製し，せん断応力を測定した．図 2.47 に示
す測定結果から，ベントナイト懸濁液はせん断速度 0.1 s-1 付近において降伏が生じること
が分かる．また，ベントナイトの含有割合が多いほど粒子による構造形成が密になるため，
大きいせん断応力を示した． 
次に，バライト粒子の接触によるせん断応力を調査した．超重泥水中のベントナイト懸濁
液体積濃度を一定にするため，超重泥水比重 1.8 の配合においてバライト含有量を 350 g，
300 g，200 g に変更することで，バライト体積割合 44.5%，40.7%および 31.4%の分散液と
した．測定結果を図 2.48 に示す．図 2.48 から，降伏点が 2 箇所に存在することが分かる． 
0.1 s-1 以下のとき確認される第 1 降伏点は，図 2.47 よりベントナイトに起因すると考えら
れる．バライト体積割合が大きいほど第 1 降伏点が低せん断速度域に存在する理由として，
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バライト粒子によるせん断応力の増加により，ベントナイトの構造破壊が助長されること
が挙げられる．また，10 s-1 付近の第 2 降伏点はバライト粒子同士の接触に起因する可能性
がある．しかし，バライト体積濃度が 31.4%において，第 2 降伏点が存在しないことから，
このときバライト粒子同士はほぼ接触しないと判断できる． 
以上のように，本研究ではベントナイト懸濁液およびバライト分散液の傾向から，超重泥
水に生じる粘度発現について考察した．各材料の特性から，配合ごとにせん断応力を推定す
ることができる可能性が示された．また，超重泥水における粒子の沈降は，バライト粒子に
よるベントナイト懸濁液のせん断とみなせるため，降伏値の把握は沈降特性把握のための
一助となると考えられる． 
 
図 2.47 ベントナイト懸濁液のせん断応力およびせん断速度の関係 
 
図 2.48 バライト分散液のせん断応力およびせん断速度の関係 
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2.4 本章のまとめ 
  
 第 2 章では，超重泥水の基本的特性として材料やその特性，基本的配合およびその微視
的・巨視的特性に関して論じた．第 2 章の要点をいかにまとめる． 
 
1) 本研究において使用した超重泥水に関して，コロイドであるモンモリロナイトの粒子間
距離は 少なくとも 100 nm 以上であり，そのほとんどが自由水である．モンモリロナ
イト同士の距離によって粒子間相互作用の影響が異なるが，超重泥水中におけるエネル
ギー障壁は，粒子間距離 20nm から 2nm にかけて大きくなるため，これ以上接近する
ことはなく，ファンデルワールス力による凝集も生じないと考えられる． 
 
2) 超重泥水は，チキソトロピー性を有する流体であり，静置時間に伴い内部で構造を形成
し，せん断強度が増加するが，せん断を加えることで流動性が回復する．また，その挙
動は配合ごとに著しく異なり，特に比重 2.5 の配合では，バライト粒子の接触により，
固体的な挙動を示す．いずれの超重泥水もポンプ圧送を想定した 1000s-1 のせん断速度
においては低い粘度を示し，比重 1.1 および 1.8 は高炉セメント（w/c=1）よりも流動
性が高いことが示された． 
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第3章 放射線遮蔽実験の実験方法の構築 
 
 
3.1 放射線遮蔽性能の理論に基づく算出と実験的評価の必要性 
 
従来，地盤工学において放射線技術は，盛土の現場密度試験などの施工管理に用いられて
きた．しかし，土による放射線遮蔽という観点において研究された例は少ない．特に中性子
線は，捕獲や散乱による二次ガンマ線の寄与，中性子の反応がエネルギーや物質によって複
雑に変化するため，遮蔽設計方法も複雑となる 1), 2), 3)．  
一方，現行のガンマ線遮蔽設計は，式(3-1)に示す Lambert-Beer の法則に従う 4)． 
 
𝐼𝐼 = 𝐼𝐼0 𝑧𝑧𝑥𝑥𝑒𝑒( − 𝜇𝜇𝑥𝑥)                              (3-1) 
ここに，x：遮蔽体の厚さ 
I0：初期線量 
I：遮蔽体透過後に減衰した線量 
µ：遮蔽体が有する放射線強度の減衰係数（線吸収係数） 
 
線吸収係数µは，元素ごとのばらつきが大きいため，一般的に，遮蔽設計においては質量
吸収係数(µ/ρ)を用いることが多い 5), 6)．混合物のµ/ρは，組成元素の重量割合に基づいて求
められている．したがって，土が有するガンマ線遮蔽効果は一概に断定することができず，
Mann ら 7), 8), 9)や Akbulut ら 10)によって自然土壌の質量吸収係数の調査が行われている． 
しかし，原子力施設等で行われている質量吸収係数を用いた放射線遮蔽設計は，土質材料
の施工管理に用いられる土の状態を示す基本量と関連付けられていない．土質材料を用い
て適切な品質および遮蔽性能を確保するためには，施工管理の基盤である地盤工学の観点
において放射線遮蔽性能を整理する必要がある． 
本研究では，土質系充填材料および覆土用土質材料を想定して，土質材料の放射線遮蔽性
能の実験的評価を行った．放射線遮蔽に大きく寄与する土の状態を示す基本量を明らかに
するため，各材料の湿潤密度，含水比および厚さを変化させて透過線量を測定した． 
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3.2 対象放射線と使用線源 
 
本実験で扱う放射線は，電荷を持たず物質透過力の大きいガンマ線と中性子線である．ア
ルファ線（ヘリウム原子核）およびベータ線（電子）はそれぞれ電荷を有する放射線であり，
物質との相互作用が生じやすい．したがって遮蔽が容易であると判断し，本研究ではガンマ
線と中性子線のみを考慮する．以下にそれぞれの挙動の特徴を記述する． 
 
3.2.1 ガンマ線 
 
3.2.1.1 ガンマ線の概要 
 
ガンマ線は周波数 1019～1023 Hz 帯の電磁波であり，間接電離性放射線の一種である．福
島第一原子力発電所の事故処理に対して考えられるガンマ線エネルギーレベルでは，励起
状態にある原子核のエネルギーが基底状態に移行する過程で放出され，物質を透過する際
に接触する電子との相互作用によりエネルギーの一部または全てを電子に与える．波長が
極めて短く物質中を透過しやすいため，特に遮蔽が重要とされる．ガンマ線と物質の相互作
用には複数の型が存在するが，本実験で用いるガンマ線源 137Cs のエネルギーにおいては，
コンプトン散乱が生じる 11)．電子と相互作用する確率は原子が持つ軌道電子の数に依存す
る． 
 
3.2.1.2 ガンマ線と物質の相互作用 
 
 ガンマ線の遮蔽に利用する，物質との相互作用について，下記に記述する．また，それぞ
れの概要図を図 3.1 から図 3.3 に示す． 
 
a) 光電効果 
 電磁波の電界成分によりその全エネルギーを束縛電子に与える現象である．したがって
入射したガンマ線はエネルギーを失って消滅し，電子は反跳して軌道外に飛び出してしま
う．電子を剥ぎ取られた原子は電離する． 
 
b) コンプトン散乱 
 ガンマ線が原子中の外殻電子と作用し，エネルギーの一部をその電子に与えてはじき出
し，自らはそのエネルギーを減ずるとともに散乱される減少である．このようにはじき出さ
れた電子をコンプトン電子と呼ぶ．また，電子を剥ぎ取られた原子は電離状態となる． 
 
 
51 
 
c) 電子対生成 
 原子核近傍のようなクーロン場の中で，高エネルギー電磁放射線が陽電子と電子のペア
を作り，自らは消滅する現象である．この効果を起こすのは，2m0c2=1.02 MeV 以上のエネ
ルギーを有する電磁放射線に限られる．ここで m0c2 は電子の静止エネルギーで 0.51 MeV に
等しい． 
 
 
図 3.1 光電効果 
 
 
 
図 3.3 電子対生成 
 
図 3.2 コンプトン散乱 
 
ここで，ガンマ線が物質中の電子と衝突した際，ガンマ線の吸収に至る過程の確率は，入
射ガンマ線のエネルギーおよび電子の空間存在度に依存する．本実験で用いる 137Cs は，エ
ネルギーが 0.2 MeV～3 MeV の範囲に存在するため，物質によるエネルギー低減過程は，コ
ンプトン散乱に依存する 12)．ここで，ガンマ線と相互作用する電子の空間個数密度は，原子
核内の陽子の空間個数密度と一致する．また，ガンマ線のエネルギーについて，過程の関与
の割合や，原子の種類によるガンマ線の相互作用の確率を示す指標として「質量吸収係数」
A/Z（A：原子番号，Z：質量数）が定義される．表 3.1 より，0.2 MeV～3 MeV の範囲で，
A/Z≒0.5 となり，物質の種類によらずほぼ一定である． 
 
ガンマ線
光電子
ガンマ線
陽電子e+
電子e-
入射ガンマ線
コンプトン電子
散乱ガンマ線
散乱角
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表 3.1 主要元素の A/Z 
元素 
原子番号 
Α 
質量数 
Ζ 
Α/Ζ 
地殻存在量 
Mass(ppm) 
H 1 1.008 0.9921 1400 
C 6 12.010 0.4996 200 
N 7 14.010 0.4996 20 
O 8 16.000 0.5000 466000 
Al 13 26.980 0.4818 81300 
Si 14 28.090 0.4984 277200 
S 16 32.070 0.4989 260 
Ca 20 40.080 0.4990 36300 
Fe 26 55.850 0.4655 50000 
H2O 10 18.016 0.5551 - 
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3.2.2 中性子線 
 
3.2.2.1 中性子線の概要 
中性子線は，原子核反応により放出された速度を持つ中性子であり，電荷を持たないため
物質に対する透過力が大きい．臨界を防ぐためのホウ素注入が万全ではない状況において，
万一に備えて対策を講じることが必要である．また，燃料デブリを何らかの形，方法で移動
させることになる可能性があり，こうした現在想定できない事態に備える必要がある．中性
子線は生体内で強い電離作用があり，被ばくのリスクが大きいことから，遮蔽が不可欠であ
る．物質の相互作用においては，減速材の原子核との間で弾性散乱が生じることでエネルギ
ーを減衰させるが，その挙動は粒子の運動速度により異なる．以下に本実験で扱う中性子線
の区分について記述する． 
 
a) 熱中性子線 
物質中の原子核との衝突を繰り返し周囲の原子や分子と熱平衡状態に達した中性子は，
その熱運動と同程度のエネルギー状態となり，それ以上減速しなくなる．このとき，常温に
おける中性子線の平均速度は 2.2 km/s である．この状態を熱中性子線(Thermal neutron 
beam)と呼び，この状態において物質による中性子捕獲が生じる可能性が大きい．燃料デブ
リの核分裂を抑制して放射線の総量を低減するためには，中性子を減速し，さらに熱中性子
を捕獲する必要がある．中性子捕獲の生じやすさは，物質固有の熱中性子吸収断面積として
まとめられている 13)．本実験で用いるホウ素は，水中に分散しやすいと共に，熱中性子吸
収断面積が大きく，熱中性子吸収材として広く用いられている． 
 
b) 高速～速中性子線 
核分裂によって原子核から放出された直後に，真空中の光の速度の 1/3～1/20 で運動す
る中性子線のことを高速～速中性子線(Fast neutron beam)と呼ぶ．高い運動エネルギーを
有しており，他原子による捕獲の確率が極めて小さい中性子線である． 
 
c) 全中性子線 
全中性子線(Total neutron beam)は，速度に因らず運動する全ての中性子粒子を指す． 
 
3.2.2.2 中性子線と物質の相互作用 
 
中性子の非弾性散乱は，質量数の高い元素では約 0.1 MeV 以上，質量数の低い元素では
約 1 MeV 以上のエネルギーを持つ中性子のみに有効となるため，速度の大きい中性子の減
速の大部分は，中性子が減速材の原子核に衝突して受ける弾性散乱が原因となる．ここで，
減速材原子の質量を M，中性子の質量を m とする．正面衝突の場合，中性子の速度が vs か
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ら v1 に変わり，静止していた原子核が速度 v’を得たとすると，エネルギー保存および運動
量保存の法則から式(3-2)，(3-3)を得る 14)． 12𝑚𝑚𝑣𝑣𝑠𝑠2 = 12𝑀𝑀𝑣𝑣′2 + 12𝑚𝑚𝑣𝑣12 (3-2) 
𝑚𝑚𝑣𝑣𝑠𝑠 = 𝑀𝑀𝑣𝑣′ + 𝑚𝑚𝑣𝑣1 (3-3) 
 
これらの式から，衝突前後のエネルギー比を求めると式(3-4)が得られる 14)． 
𝐸𝐸1
𝐸𝐸𝑠𝑠
= �𝑀𝑀 −𝑚𝑚
𝑀𝑀 + 𝑚𝑚�2 (3-4) 
 
また，エネルギー変化量は式(3-5)で得られる 14)． 
𝛥𝛥𝐸𝐸 = 𝐸𝐸𝑠𝑠 − 𝐸𝐸1 = � 4𝑚𝑚𝑀𝑀(𝑀𝑀 + 𝑚𝑚)2�𝐸𝐸𝑠𝑠 (3-5) 
 
上述は正面衝突による場合であり，実際には散乱角を考慮に入れなければならない．この
ような衝突によって原子核に与えられる運動エネルギーは式(3-6)で示される 14)． 
以上より，衝突によるエネルギー変化量は原子核の質量が中性子に近いほど大きい．した
がって，中性子とほぼ同質量である水素原子が一般に減速材として用いられる．中性子と減
速材原子との弾性散乱衝突の概略を図 3.4 に示す． 
𝛥𝛥𝐸𝐸′ = � 4𝑚𝑚𝑀𝑀(𝑀𝑀 + 𝑚𝑚)2�𝐸𝐸𝑠𝑠 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐2 𝜃𝜃  (3-6) 
 
 
 
図 3.4 中性子と減速材原子との弾性散乱衝突（重心系）14) 
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3.2.3 使用線源 
 
 本実験で用いる放射線源は，密度計や水分計に用いられる測定用の線源である．以下に，
各使用線源の概要を示す．また，表 3.2 に使用線源と線量を示す． 
 
a) ガンマ線源 
 ガンマ線は，励起状態にある放射性同位体の原子核のエネルギー状態が変化することに
よって放射される．また，ガンマ線密度計の線源として通常使用される 137Cs および 60Co の
放出するガンマ線のエネルギーはそれぞれ 0.66 MeV および 1.17 MeV，1.33 MeV であり，
これらの線源に対して電子対生成は生じない，あるいは生じても無視することが出来る． 
 
b) 中性子線源 
 物質を構成する原子の中核をなす原子核は，陽子および中性子の 2 種の粒子から成り立
ち，これらは核力によって結合している．通常，中性子は核力によって原子核の中に閉じ込
められているが，陽子，ヘリウム原子核，中性子，ガンマ光子などの粒子が原子核に衝突し
たときに生じる核反応によって，外部に飛び出すことがある．原子炉内でウランの核反応を
起こすため，連鎖反応の発端として用いる中性子線源や，水分計の中性子線源は，この核反
応を利用している．本実験では，放射性壊変の過程で中性子を直接放出する自発核分裂中性
子源である 252Cf を用いた． 
 
表 3.2 使用線源の種類およびその特性 
 線源 半減期(年) 放射能(MBq) エネルギー(MeV) 
ガンマ線 
137Cs 30.1 3.68 0.662 
60Co 5.27 ― 1.17，1.33 
中性子線 252Cf 2.65 1.067 1.406 
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3.3 使用検出器 
 
3.3.1 使用検出器の概要 
 
 本実験で使用したサーベイメータは，図 3.5 のガンマ線検出器，図 3.6 の全中性子線検
出器，図 3.7 の高速中性子線検出器，および図 3.8 の熱中性子線検出器である．また，表
3.3 は，各検出器の検出器の構造と測定範囲である．ガンマ線および全中性子線の測定にお
いて使用したアロカ製サーベイメータでは，放射線の 1cm 線量当量率(µSv/h)の測定を行っ
た．一方，高速～速熱，熱中性子線の測定を行った SRE 製のサーベイメータでは，放射線
による不連続な信号として，1 分間あたりの放射線の個数(cpm)を測定した． 
 
 
図 3.5 ガンマ線：アロカ製 TCS-172 
 
図 3.6 全中性子線：アロカ製 TPS-451C 
 
図 3.7 高速中性子線：SRE 製 ANDES 
 
図 3.8 熱中性子線：SRE 製 WARP 
 
 
 
 
 
57 
 
表 3.3 使用サーベイメータ 
検出項目 サーベイメータ 検出器 測定範囲 (µSv/h) 
ガンマ線 TCS-172B 
（アロカ製） NaIシンチレーション B.G～30 
全中性子線 TPS-451C 
（アロカ製） 
3He比例計数管 0.01～10000 
高速～速中性子線 ANDES 
（SRE製） 
3He比例計数管 0～655310 
熱中性子 WARP 
（SRE製） 
3He比例計数管 0～655310 
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3.3.2 検出器のメカニズム 
 
本実験で使用した各検出器の構造を以下に示す 15)． 
 
a) NaI(TI)シンチレーションカウンター 
NaI (TI)シンチレータにガンマ線が入射すると，NaI 結晶の格子に歪みが生じ，元に戻る
際に微弱な光を発する．NaI (TI)シンチレーションカウンターの内部は鏡面であり，円筒底
部の一面だけこの光を透過する．透過した場所に光電子変換膜があり，入射光の強度に応じ
て光電子が放出される．これを光電子増倍管で増倍し，大きくなった電子束を外部回路でパ
ルス電気信号に変換し，そのパルスを計数することで放射能強度を測定する．入射したガン
マ線のエネルギーとパルスの大きさは比例するため，ガンマ線の検出器として利用される．
図 3.9 に NaI (TI)シンチレーションカウンターの概要を示す． 
 
 
図 3.9 NaI (TI)シンチレーションカウンター 
 
b) 3He 比例計数管 
外筒と心線から成っており，電離ガスとして 3He が充填されている．3He は中性子吸収
断面積が大きく，中性子を吸収した 3He が 3 重水素と陽子，電子に変化する．陽子 p は陰
極の外筒に，電子 e は陽極の心線に向かって運動し，その過程で他の 3He 原子に衝突して
新たな電子が叩き出される．これが電場で加速されてさらに別の分子と衝突して加速度的
に電子数が増える現象を生じ，外部回路に信号パルスを発生させる．図 3.10 に 3He 比例計
数管の概要を示す． 
 
 
図 3.10 3He 比例計数管 
 
検出回路
ヘリウム3ガス
ー
＋
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3.4 放射線遮蔽実験 
 
3.4.1 一次元方向における放射線遮蔽実験方法および実験条件 
 
放射線の照射方向を一次元方向と仮定した放射線遮蔽実験の方法を，下記に示す．透過し
た放射線の線量を測定することで，試料の放射線遮蔽性能を評価する．表 3.4 は，本実験で
扱ったアクリル容器の寸法と実験条件である．また，各放射線の測定の概要を図 3.11 から
図 3.14 に，遮蔽体厚さを変化させた際の測定の様子を図 3.15 から図 3.18 に示す． 
 
(1) 地表面から 70 cm 以上離れた土台に， 測定試料を充填したアクリル容器を設置する． 
(2) あらかじめ測定しておいた線源位置から 500 mm の地点に放射線検出器を設置する． 
(3) アクリル容器の放射線透過面に接するように，線源を設置する． 
(4) 放射線検出器を作動させ，検出した値を読み取り，記録を行う． 
(5) 測定を終えたら，検出器と線源の組み合わせを変更し，測定を行うことを繰り返す． 
(6) 遮蔽体厚さを変更し，上記の手順を繰り返すことで，種々の放射線を測定する． 
 
表 3.4 実験条件 
アクリル容器 
透過面 
9.0×104 mm2 
(300 mm×300 mm) 
アクリル密度 1.19 g/cm3 
板厚 10 mm 
透過厚さ 100 mm 
容量 9 L 
個数 1～4  個 
装置配置 
地表面からの高さ 1000 mm 
線源と検出器の間隔 500 mm 
線源とアクリル容器の間隔 0 
 
  
60 
 
  
 
図 3.11 ガンマ線測定の様子 
 
 
図 3.12 全中性子線測定の様子 
 
 
図 3.13 高速～速中性子線測定の様子 
 
 
図 3.14 熱中性子線測定の様子 
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図 3.15 遮蔽体厚さ 10 cm 測定の様子 
 
 
図 3.16 遮蔽体厚さ 20 cm 測定の様子 
 
 
図 3.17 遮蔽体厚さ 30 cm 測定の様子 
 
 
図 3.18 遮蔽体厚さ 40 cm 測定の様子 
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3.4.2 回転式放射線遮蔽実験方法および実験条件 
 
線源から照射される時点で放射状に広がることに加え，遮蔽体中を透過する際，物質との
衝突により，進行方向が変化することが考えられる．したがって，遮蔽に係わる現象が一次
元方向の実験結果のみで説明できるとは限らない．そこで，本研究では，放射線源と検出器
の角度を変化させることで，その散乱の度合いを評価した．具体的には，検出器を固定し，
試料を充填したアクリル円筒中心に埋設した線源を，ターンテーブルで回転させた．表 3.5
および図 3.19 に回転式放射線遮蔽実験の実験条件とその概要を示す． 
 
表 3.5 実験条件 
アクリル容器 
アクリル密度 1.19 g/cm3 
板厚 5 mm 
内径 450 mm 
装置配置 
地表面からの高さ 726 mm 
線源と検出器の間隔 345 mm 
線源とアクリル容器の間隔 120 mm 
回転角度 0°，45°，90°，135°，180° 
 
 
図 3.19 回転式放射線遮蔽実験 
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3.5 使用線源の放射線量の経年減衰 
 
図 3.20 はガンマ線，図 3.21 から図 3.22 は，本研究期間中（2015 年から 2019 年）にお
ける使用線源の線量の経年減衰を示す．図 3.20 から図 3.23 に示す値は，3.4.1 の一次元方
向の遮蔽実験において，線源と検出器の距離(S-D 距離)が 50 cm かつ遮蔽体がない場合の
線量である．なお，各測定数は，n=1～3 で実施した． 
図 3.20 より，半減期が 30.1 年のガンマ線(137Cs)に関して，実験開始当初の 2015 年夏か
ら 2019 年春までの変化は±0.1 µSv/h 程度の軽微な誤差であった．一方，図 3.21 から図
3.23 より，半減期 2.65 年の 252Cf を用いた全中性子線，速中性子線および熱中性子線に関
して，全中性子線は 5 µSv/h から 2 µSv/h，速中性子線は 5500 cpm から 2000cpm および
熱中性子線は 1300 cpm から 450 cpm と 2/5 程度の明らかな減衰が確認された．すなわち，
測定時期によって，初期線量が異なった． 
 
   
図 3.20 ガンマ線(137Cs)の線量減衰 
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図 3.21 全中性子線(252Cf)の経年減衰 
 
図 3.22 速中性子線(252Cf)の経年減衰 
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 図 3.23 熱中性子線(252Cf)の経年減衰 
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3.6 放射線遮蔽実験結果の整理方法 
 
放射線遮蔽実験において透過線量の測定値として検出される値は，図 3.20 から図 3.23 の
ような放射性物質の壊変による放射能・線量の経年減衰に加えて，40K などの自然放射線（バ
ックグラウンド値）や装置の設置状況など様々な要因が作用するため，データの比較が容易
ではない．そのため，長期にわたる実験において，実験条件や環境要因に依存しない指標を
設けた．放射線低減率の定義を以下に詳述する． 
試料の遮蔽性能を評価する指標として，放射線量低減率 Rrad を考える．アクリル容器を透
過した放射線のうち，さらに遮蔽体を通過した割合を R とすると，式(3-8)で示される．  
𝑅𝑅 = 𝑁𝑁 − 𝐵𝐵.𝐺𝐺.
𝑁𝑁0 − 𝐵𝐵.𝐺𝐺.   (3-8) 
ここに，N：試料を充填した状態の透過線量 
    N0：空容器の透過線量 
    B.G. :バックグラウンド値 
 
したがって，放射線低減率は式(3-9)で示される． 
𝑅𝑅𝑟𝑟𝑎𝑎𝑑𝑑 = (1 − 𝑅𝑅) × 100 = �1 − 𝑁𝑁 − 𝐵𝐵.𝐺𝐺.𝑁𝑁0 − 𝐵𝐵.𝐺𝐺.� × 100 (3-9) 
 
本実験では，上記のように各実験における線量の測定結果を比率として値を算出するこ
とで，放射線源の経時的な放射能減衰の影響を排除した． 
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3.7 供試体条件 
 
 実験に使用した各供試体条件の実測値を表 3.6 に示す．重泥水および超重泥水は，同配合
の材料を用いてそれぞれ 2 回の測定を行った．本研究で用いた体積含水率は，試料を 24 時
間 110℃の炉乾燥により求めた． 
 
表 3.6 供試体条件(実測値) 
試料 条件 湿潤密度 (g/cm3) 体積含水率 (%) 
超重泥水 
比重 2.5 
ホウ素非含有 2.580 51.0 
ホウ素含有 2.580 50.4 
超重泥水 
比重 1.8 
ホウ素非含有 1.820 72.7 
ホウ素含有 1.820 71.5 
超重泥水 
比重 1.1 
ホウ素非含有 1.130 92.5 
ホウ素含有 1.140 90.1 
DL クレー w=30% 1.922 48.7 
クレーサンド w=30% 1.700 27.1 
東北珪砂 
5 号 
w=0% 1.690 0.135 
飽和 2.013 32.3 
焼成関東 
ローム A 
w=0% 0.684 0.147 
w=30% 1.205 28.8 
焼成関東 
ローム B 
w=0% 0.952 0.0396 
w=30% 1.234 27.9 
 
 
3.8 本章のまとめ 
  
 第 3 章では，放射線遮蔽実験方法や得られた結果の整理方法についてまとめた．本章の
要点を下に示す． 
 
1) ガンマ線および中性子線の線源を用いた放射線遮蔽性能の評価実験方法を構築した．
一次元方向の透過線量を計測する実験を基本とし，散乱成分を評価する回転式の方法
と併せて実施した． 
2) ガンマ線源と比較して，中性子線源の減衰は著しく，その線量は 4 年間で 2/5 程度ま
で減少した．このような経年減衰する線量を用いた放射線遮蔽性能の評価指標として，
放射線低減率を定義した． 
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第4章 超重泥水のガンマ線遮蔽性能評価 
 
 
4.1 ガンマ線遮蔽のメカニズムと一般的な遮蔽材料 
 
 本章では，超重泥水のガンマ線遮蔽性能の定量評価について詳述する．現在，福島第一原
子力発電所において取り出しを目指している燃料デブリは，ペレットと呼ばれる酸化ウラ
ンの集合体および被覆管や原子炉構造物が溶け出したものである．このような放射性物質
は，ガンマ線を放出しつつ複数回にわたり壊変する．半減期が 3 時間以上の核種に関して
は，崩壊時に放出されるガンマ線のエネルギーは最大で Ga66 の 4.81 MeV である 1)．また，
2019 年 9 月現在，原子炉内および汚染ガレキなどについて特に考慮すべき放射性核種は，
半減期 30 年の 137Cs(エネルギー：0.662 MeV)である 2)． 
本章では，第 3章に示した放射線遮蔽実験から得た結果に関して考察を行った．土の状態
を表す基本量を用いて超重泥水および他の土質材料のガンマ線遮蔽性能を整理すると共に，
異なるエネルギーを有するガンマ線の遮蔽実験結果を比較した． 
 
 
4.2 湿潤密度によるガンマ線遮蔽性能の評価 
 
 実験に用いたガンマ線のエネルギー(137Cs，0.662 MeV)において，ガンマ線と物質の相互
作用は，コンプトン散乱のみといってよいほど優勢であり，ガンマ線のエネルギーは物質を
透過する際に生じる軌道電子との衝突によって減衰する．したがって，ガンマ線の線量低減
率は，透過物質中の電子の存在度に依存する 3)．同一厚さの物質において，電子の存在度に
相当する状態量は物質全体の平均密度，すなわち土質材料における湿潤密度に相当である．
このような状態の近似は，RI 計器を用いた盛土の締固め管理にも用いられる技術である 4)．
図 4.1 に土中のガンマ線の挙動の概念図である． 
遮蔽体厚さ 10 cm におけるガンマ線低減率と湿潤密度の関係を図 4.2 に示す．図 4.2 よ
り，厚さ 10 cm の土質材料の湿潤密度に対してガンマ線低減率が正比例的に増加すること
が確認できる．本実験で用いた土質材料は，主成分が BaSO4，SiO2 など，異なる元素で構
成されるが，低減率の誤差は微小であることが確認できる．したがって，土質材料のガンマ
線遮蔽性能は，土の組成に因らず，湿潤密度により評価できることが明らかとなった．また，
特に比重 1.8 や比重 2.5 など高比重な泥水は，水の 2 倍程度の優れたガンマ線遮蔽性能を示
した． 
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図 4.1 土質材料中のガンマ線の挙動 
 
 
 
図 4.2 ガンマ線低減率と湿潤密度の関係 
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4.3 厚さによるガンマ線遮蔽性能の評価 
 
ガンマ線低減率と遮蔽体厚さの関係を図 4.3 に示す．比重 2.5，1.8 および 1.1 の全ての
超重泥水に関して，遮蔽体厚さの増加に伴い，ガンマ線低減率が指数関数的に増加した．遮
蔽体厚さの増加に伴い，湿潤密度による差異が徐々に小さくなることから，ガンマ線の低減
には透過距離の増加が大きく寄与することが示された．遮蔽体厚さが 40 cm のとき，超重
泥水比重 2.5 および比重 1.8 による低減率が 100%に近い値を示した．一方，比重 1.1 およ
び水道水による遮蔽では，低減率 90%未満を示した． 
ガンマ線と物質中の電子との相互作用は，衝突が生じる確率はガンマ線の運動経路上の
電子の存在度に依存する．この確率は古典統計に基づいており，ガンマ線源と検出器を結ぶ
直線に対して遮蔽体厚さが増加すれば，衝突の確率は指数関数的に大きくなる 5)．したがっ
て，蔽体厚さの増加に伴い検出器に到達するガンマ線が 0 に近づくため，土質系材料の湿
潤密度による遮蔽性能の差異が減少すると考えられる． 
また，厚さに伴うガンマ線低減率の大小関係は，図 4.2 に示したガンマ線低減率と湿潤密
度の関係に従った． 
本章の結果によって，いずれの比重の超重泥水も，水道水より優れたガンマ線遮蔽性能を
有する，これまでの放射線に関する知見を検証することができた． 
 
 
 
図 4.3 ガンマ線低減率と遮蔽体厚さの関係 
  
72 
 
4.4 総透過密度によるガンマ線遮蔽性能の評価 
 
土の状態を表す基本量を用いた遮蔽設計を行うにあたり，全ての土質系材料について各
放射線低減率と一義的な関係にある物理量を特定することが求められる．そこで，ガンマ線
が透過した全ての物質に関して，湿潤密度に厚さを乗じた値の総和を“総透過密度”として定
義する．総透過密度は，ガンマ線が厚さ x cm の土質系材料を透過する際に衝突する電子の
存在度を表す関数である．図 4.4 は，ガンマ線低減率と総透過密度の関係である． 
図 4.4 より，ガンマ線低減率と総透過密度は，材料の配合や土の種類に依らず一義的な関
係を示した．また，総透過密度の増加に伴い，ガンマ線低減率は，指数関数的に大きくなっ
た．この理由として，遮蔽体厚さの増加に伴い，ガンマ線と物質中の電子の衝突確率が指数
関数的に大きくなったことが挙げられる．総透過密度に伴うガンマ線低減率の変化は，式
(4-1)のように近似(R2=0.991)された． 
 
𝑅𝑅𝑟𝑟𝑎𝑎𝑑𝑑 = {1 − 𝑧𝑧𝑥𝑥𝑒𝑒(−0.05𝜌𝜌𝑡𝑡𝑥𝑥)} × 100                                           (4-1) 
ここに，ρ t : 遮蔽体の湿潤密度，x: 遮蔽体距離 
 
図 4.4 のように，構成元素の異なる粘土，シルト，砂，重泥水および超重泥水のガンマ線
遮蔽性能が，ある指数関数により一括して表現できることから，超重泥水や土構造物による
遮蔽設計では土粒子の構成元素ごとに線吸収係数を考慮する必要が無く，ひとつの設計手
法が適用できると考えられる． 
 
図 4.4 ガンマ線低減率と総透過密度の関係 
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4.5 ガンマ線エネルギースペクトル分析 
 
4.5.1 スペクトル測定の意義 
 
ガンマ線エネルギースペクトルは核種の種類に依存するガンマ線の挙動を視覚的に把握
出来ることから，遮蔽性能の表示方法として有用であると考えられる．特に，福島第一原子
力発電所の事故当時は 131I，134Cs，137Cs などガンマ線を放出する数種類の放射性核種が放
出された．このような現場に対応するに当たり，放射線遮蔽に使用する土質系材料には個別
エネルギーに対する遮蔽性能評価が不可欠である．これを受けて，本研究では，線源として
60Cs および 137Cs の 2 種類を用いてガンマ線スペクトル測定を行った． 
 
4.5.2 測定方法 
 
本実験で使用する試料は，水道水および超重泥水である．表 4.1 に各実験内容と使用した
試料を示す．複合スペクトルの分析では，2 種類の線源 60Cs および 137Cs をそれぞれ NaI
（TI）シンチレーションカウンターの検出部分に垂直になるよう設置した．また，各線源と
検出器の垂直距離（SD 距離）は 50 cm 程度である．図 4.5 および図 4.6 に実験条件を示
す．ガンマ線の検出頻度を表す“frequency”は，あるエネルギー範囲(Channel)ごとの計数率
(Count)，すなわち Count / Channel である．測定される計数率 n は測定時間 t sec および
総計数値 N から式(4-2)を用いて算出される．  
 
t
N
n =   (4-2) 
                             
ここで，遮蔽体の厚さが大きくなるほど検出器に到達するガンマ線が減少するため，必然
的にスペクトルにばらつきが生じる．時間 t sec が大きいほど標準偏差σが 0 に近づくため
測定値のばらつきが少なくなる．したがって，遮蔽体の厚さに応じて表 4.2 のように測定時
間を調整した．また，使用した線源のエネルギーを表 4.3 に示す．図 4.7 に各線源ごとのス
ペクトル（遮蔽体なし）を示す． 
  
表 4.1 実験内容と試料 
実験内容 試料 
使用線源：60Cs，137Cs 
複合スペクトルの分析 
水道水， 
比重 1.8（ホウ素 4000 ppm） 
使用線源：137Cs 
線量等量率とスペクトルの比較 
比重 1.5，比重 2.2 
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表 4.2 遮蔽体厚さと厚さ対応する測定時間 
遮蔽体厚さ (cm) 測定時間 (s) 
10 420 
20 600 
30 900 
40 1500 
 
 
図 4.5 スペクトロメーターの様子 
（①NaI(TI)シンチレーションカウンター，②増幅器，③AD 変換機） 
 
 
図 4.6 実験条件 
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表 4.3 使用線源とエネルギー 
線源 エネルギー (MeV) 
137Cs 0.662 
60Co 1.17，1.33 
※40K (自然放射線) 1.46 
 
 
 
図 4.7 各線源ごとのスペクトル（遮蔽体なし） 
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4.5.3 測定結果 
 
4.5.3.1 超重泥水によるガンマ線スペクトルの低減 
 
図 4.8 は 137Cs および 60Co を同時に設置した際の遮蔽体厚さごとのガンマ線スペクトル
の測定結果である．図 4.8 より，遮蔽体厚さ 10 cm の場合，水道水と超重泥水(比重 1.8)は
ほぼ同じ計数率を示した．また，137Cs のピーク（0.662 MeV）および二つの位置に存在す
る 60Co のピーク（1.17 MeV および 1.33 MeV）が明確である．また，遮蔽体厚さの増加に
伴い，水道水と超重泥水の差が増加した．これは，各材料の電子の存在度の差が，厚さの増
加に伴い顕著になったためである．超重泥水のガンマ線低減能力は，水道水よりも優れてい
た．遮蔽体厚さ 10 cm において存在する 137Cs のピークは，40 cm の時点ではほとんど消滅
した．一方，60Co の 2 つのピークは，厚さ 40 cm の時点でも確認できることから，対象の
ガンマ線のエネルギーが大きいほど遮蔽されにくいことが示唆された． 
 
  
  
図 4.8 材料透過後の 137Csおよび 60Coのガンマ線スペクトル（左上：10 cm，右上：20 
cm，左下：30 cm，右下：40 cm） 
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4.5.3.2 正規化によるエネルギー推移の確認 
 
4.5.3.1 において，各材料の遮蔽により全エネルギー帯の電磁波が低減していることが確
認された．ここで，コンプトン散乱が支配的である本実験上のエネルギー帯において，遮蔽
により減衰したガンマ線はより低いエネルギーの電磁波に変化することが予想される．し
たがって，遮蔽に伴うガンマ線エネルギーの推移を確認するため，10 cm から 40 cm の各
厚さの超重泥水(比重 1.8)におけるスペクトルの正規化を行った．入力信号個数の総量を揃
えるために，総計数率の設定値 T を用いる．本研究では T=1000000 に設定した．正規化し
た計数率 X は，i 番目のエネルギーにおける計数率 ni を用いて式(4-3)より算出した．  
 
∑
×
=
i
i
n
Tn
X    (4-3) 
 
図 4.9 は，実測スペクトルを式(4-3)により正規化し，エネルギーごとのガンマ線検出量
を示したグラフである．図 4.10 は高エネルギー域（0.5 MeV~1.5 MeV）のピークの拡大図
である．137Cs および 60Co より放出された直後のガンマ線計数率は，遮蔽体厚さが小さいほ
ど高い値を示す．すなわち，遮蔽体の厚さが大きいほど低減量が大きい．図 4.11 は，低エ
ネルギー域（0.0 MeV~0.5 MeV）のスペクトルの拡大図である．遮蔽対中の透過により，
ガンマ線のエネルギーが十分に低下した領域では，図 4.10 と図 4.11 における計数率の大
小関係と逆転した関係を示した．また，低エネルギー域では，遮蔽体厚さが大きいほど高い
計数率を示した．すなわち，初期に高いエネルギーを有していたガンマ線は，遮蔽体を透過
することでエネルギーが減衰し，低エネルギー帯の電磁波レベルのガンマ線が増加した． 
 
図 4.9 正規化されたガンマ線エネルギースペクトル 
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図 4.10 線源から放出された直後のガンマ線のエネルギーピーク 
(エネルギー：0.5~1.5 MeV) 
 
 
図 4.11 エネルギー減衰後のガンマ線エネルギースペクトル(エネルギー：0.0~0.5 MeV) 
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4.6 ガンマ線のエネルギーに依存する遮蔽性能 
 
十分時間経過した使用済核燃料から放出されるガンマ線のエネルギーは最大で 6 MeV 程
度である 6)．この値は，遮蔽実験において使用するガンマ線のエネルギーと比較して，最大
30 倍以上の差異が存在する．本研究の現場への適用に際して，実験環境と現実のレベルと
の差異が問題となる． 
60Co (1.17 MeV，1.33 MeV)および 137Cs(0.667 MeV)を用いて土質系充填材料を透過した
ガンマ線のスペクトル分析を行った結果，エネルギーごとの減衰傾向の差は，遮蔽体の厚さ
に依存する可能性が示唆された．本研究では，これまで 137Cs を用いて行ってきた放射線遮
蔽実験に，線源として 60Co および 40K を導入する．  
図 4.12 は，ガンマ線エネルギーによるガンマ線低減率の差異である．図 4.12 より，
60Co(1.17, 1.33 MeV)のガンマ線低減率は，137Cs(0.662 MeV)よりも小さいことから，高エ
ネルギーのガンマ線は，より遮蔽し難いことが示された．しかし，総透過密度が 100 g/cm2
において，ガンマ線低減率は双方ともに 100％付近となった．したがって，エネルギーの差
異によって，その遮蔽量に差があったとしても，遮蔽体の厚さを十分に増加させた場合，遮
蔽量は同等に近づくと考えられる．なお，40K は初期線量が小さく，遮蔽実験の結果は検出
下限値以下であった． 
  
 
図 4.12 ガンマ線エネルギーによる遮蔽性能の差異 
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4.7 ガンマ線の散乱成分 
 
 本章では，第 3 章に示した回転式放射線遮蔽実験により得たガンマ線の透過線量の測定
結果を以下に示す．使用した超泥水は比重 2.5 である．図 4.13 は，アクリル円筒ごと線源
を回転させ，各角度における検出器に到達したガンマ線量である．ガンマ線の透過線量は，
0°(一次元方向)において最も大きく，45°において 3/5 程度に減少した．超重泥水に関し
ては，角度 45°において線量が検出されなかった．角度 45°において線量が検出されたケ
ースは，線源のみあるいは空容器のみであることから，このときの値は，線源から放射状に
照射された一次ガンマ線と考えられる．遮蔽体が水の場合は，90°においても微量の透過線
量が確認できるが，散乱後の線量は極めて小さいことが示された．また，超重泥水による遮
蔽では，すべての方向において，ほとんどのガンマ線が遮蔽された．したがって，超重泥水
のガンマ線遮蔽性能に関しては，一次元の実験結果から判断できると考えられる． 
 
 
図 4.13 ガンマ線源の回転方向における散乱成分 
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4.8 本章のまとめ 
 
 本章では，ガンマ線の遮蔽実験を実施し，土の状態を表す基本量を用いてガンマ線遮蔽性
能を整理することで，以下の結果を得た． 
 
1) 遮蔽体厚さが同一の場合，ガンマ線低減率は湿潤密度，すなわち超重泥水の比重に正比
例した．ガンマ線のエネルギーがコンプトン散乱を起こす領域において，比重 1.8 以上
の超重泥水は厚さ 40 cm の時点で低減率 100%を示した．比重 1.1 の超重泥水は，水と
同等の低減率を示した．また，遮蔽体厚さの増加に伴い，ガンマ線と材料内部の電子と
の衝突確率が指数関数的に増加したことで，ガンマ線低減率は指数関数的に増加した． 
 
2) ガンマ線スペクトルの分析より，遮蔽によって全エネルギーのガンマ線において，検出
器への到達量(透過量)が減少することが示された．また，超重泥水を透過したガンマ線
のエネルギースペクトルから，高エネルギーのガンマ線が減衰することによって，低エ
ネルギーのガンマ線の割合が増加した． 
 
3) ガンマ線の低減は，遮蔽材料の湿潤密度（比重）と厚さを乗じた値の総和に対して一義
的な関係を示した．したがって，同様のエネルギーを持つガンマ線に対する遮蔽は，湿
潤密度（比重）と遮蔽体厚さを乗じた値の総和が等しければ，同等の遮蔽性能を有する．
すなわち，材料の分布が変化した場合も，その総量が同一であれば性能の劣化は生じな
いと考えられる． 
 
4) ガンマ線の方向性の影響は，線源からの照射方向に対して 45°程度の広がりを持つが，
その線量は小さいため，遮蔽性能を検討する上では一次元方向で判断できる．また．超
重泥水は，全ての方向のガンマ線に対して高い遮蔽性能を示した． 
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第5章 超重泥水の中性子線遮蔽性能評価 
 
 
5.1 中性子線遮蔽のメカニズムと一般的な遮蔽材料 
 
 本章では，超重泥水の中性子線遮蔽性能の定量評価について詳述する．2019 年 9 月時点
で，１F の 1～3 号機内に残存する燃料デブリの状態について，その詳細は調査段階であり，
残存する燃料が核分裂を生じている可能性がある．このとき放出される中性子線は，原子核
反応により放出された速度を持つ中性子であり，電荷を持たないため物質に対する透過力
が大きい．臨界を防ぐためのホウ素注入が万全ではない状況において，臨界に備えて対策を
講じることが必要である 1)．また，燃料デブリの取り出し後の措置に関して，建屋内あるい
は 1F 構内から移動させる可能性があり，その際のリスク回避に備える必要がある．中性子
線は生体内で強い電離作用があり，被ばくのリスクが大きいことから，遮蔽が不可欠である．
物質の相互作用においては，減速材の原子核との間で弾性散乱が生じることでエネルギー
を減衰させるが，その挙動は粒子の運動速度により異なる．そのため，それぞれの中性子線
について，遮蔽性能を評価する必要がある． 
本章では，第 3章に示した放射線遮蔽実験から得た結果に関して考察を行った．土の状態
を表す基本量を用いて超重泥水および他の土質材料の中性子線遮蔽性能を整理した． 
 
 
5.2 体積含水率による中性子線遮蔽性能の評価 
 
熱的なエネルギーレベルで中性子線の実体は粒子であり，弾性体としての古典力学に従
う．運動量保存の法則より，中性子線の減衰，すなわち運動エネルギーの低下は中性子と質
量がおおむね等しい水素原子，つまり陽子との弾性衝突が最も効果的であり，熱中性子レベ
ルまで低下減速した中性子は，他の原子核に吸収される確率が大きくなり，遮蔽効果が発現
される 2)．図 5.1 に土中の中性子線の挙動を示す. 
図 5.2，図 5.3 および図 5.4 は水素原子の存在度を水分子の体積割合として捉えて，本試
験における最小の遮蔽体厚さ 10 cm における各中性子線低減率を体積含水率で整理した結
果である．  
図 5.2 は全中性子線低減率と体積含水率の関係を示す．材料の体積含水率の増加に伴い
中性子線低減効果が大きくなる傾向が確認できる．ここで，全中性子線の低減率は，全体的
な変動幅が大きい．これは全中性子線計測に適用した中性子サーベイメータの測定対象エ
ネルギー範囲が 0.025eV～15MeV と極めて広いため，相対的に分解能が低いこと，また，放
射中性子線束が小さい微弱線源を適用したために現実的な時間で計測できる時定数では十
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分でないことによると考えられる．齋藤ら(2014)3), 4)による超重泥水の放射線遮蔽実験では，
線源と検出器の距離を本研究よりも短い 150 mm に設定しており，遮蔽体厚さ 10 cm におい
て全中性子線低減率が体積含水率θ=50～100%の間で正比例する結果が得られた． 
図 5.3 は高速～速中性子線低減率と体積含水率の関係を示す．土質材料の高速～速中性
子線低減率は，おおむね体積含水率に依存することが分かる．しかし，同等の体積含水率を
有する土質材料であっても，東北珪砂および関東ロームの高速～速中性子線低減率に差異
が存在する．上記の 2 種類の土質材料は，強熱減量試験により工学的水分以外の水分，つま
り電気的拘束水や結晶水を有さないことが確認されており，水素原子密度は体積含水率に
よって表せる．したがって，低減率に差異が生じる原因のひとつとして，覆土用土質材料の
疎密に関する不均一性が挙げられる．また，東北珪砂 5 号および焼成関東ロームは体積含水
率 0%において 10%～30%程度の低減率を有することから，光速に近い速度で運動する中性
子は，水中の水素原子以外の原子核との衝突においてもある程度のエネルギー減衰を引き
起こすことが分かる．このとき，中性子は 2.2 km/s 以下に減速しており，その速度変化は運
動量保存則に従い，中性子粒子と土粒子を構成する原子との質量差に影響されると考えら
れる． 
図 5.4 は熱中性子線低減率と体積含水率の関係を示す．超重泥水と覆土用材料（東北珪砂
5 号，焼成関東ローム）は異なる低減傾向を示した．超重泥水の熱中性子線低減率は，体積
含水率に比例して増加した．また，熱中性子吸収断面積が大きいホウ素を含有する超重泥水
は，非含有の試料に比べて 70%程度大きい低減率を示した．一方，東北珪砂 5 号および焼成
関東ロームにおいて，体積含水率 30%付近の試料は負の熱中性子線低減率を示した．これ
は，線源を設置しない自然環境下よりも熱中性子線の線量が増加したことを意味する．熱中
性子線増加の原因として，高速中性子が土質材料中の原子，特に水素原子核と弾性衝突する
ことにより熱中性子に変化し，その増加分が熱中性子の低減よりも上回ったためと考えら
れる． 
また，図 5.4 から，ホウ素などの熱中性子捕獲を起こす物質を添加していない土質材料
は，遮蔽体厚さ 10 cm において体積含水率が 50%未満であるとき，その熱中性子線低減率
は 0%付近に留まった．この原因としても，高速中性子の熱中性子化による見かけ上の低減
率低下が考えられる． 
以上から，各速度における中性子線低減率は覆土用材料や泥水などの材料形態によらず，
おおむね体積含水率に依存する傾向があることが分かった．しかし，体積含水率が小さい遮
蔽材料においては，他の要因による影響が顕著であると考えられるため，土の性質が中性子
線の低減に与える影響を明確にする必要がある． 
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図 5.1 土中の中性子の挙動 
 
図 5.2  体積含水率と全速中性子低減率
の関係 
 
図 5.3 体積含水率と 
高速～速中性子低減率の関係 
 
図 5.4 体積含水率と熱中性子低減率の関係 
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5.3 厚さによる中性子線遮蔽性能の評価 
 
図 5.5 は全中性子線低減率と遮蔽体厚さの関係，図 5.6 は高速～速中性子線低減率と遮
蔽体厚さの関係を示す．中性子と物質との相互作用は原子核との弾性衝突が主であること
から，弾性衝突が生じる確率および散乱は中性子の運動経路上の原子核密度に依存する．こ
の確率は古典統計に基づいており，中性子線源と検出器を結ぶ直線に対して遮蔽体厚さが
増加すれば，確率は指数関数的に大きくなる．したがって，蔽体厚さの増加に伴い検出器に
到達する中性子が 0 に近づくため，土質系材料の水素原子密度による遮蔽性能の差異が減
少する．図 5.5 より，体積含水率の相違による全中性子線低減率の差は微小であり，超重泥
水は厚さ 10 cm から 40 cm においておおむね水道水と同等の性能を示した．また，全中性子
線や高速～速中性子線の低減に，ホウ素含有の影響がほとんど存在しないことが認められ
る． 
図 5.7 は熱中性子線低減率と遮蔽体厚さの関係である．ホウ素含有と非含有の超重泥水
において，厚さの変化に伴い異なる低減挙動が確認された．ホウ素による熱中性子線の遮蔽
は，特に遮蔽体厚さが小さいときに有効である．また，厚さ 10 cm において確認できるホウ
素の有無による差異は，厚さ増加に伴い徐々に小さくなった．これは，熱中性子線の遮蔽に
は，粒子の捕獲が有効であるが，捕獲が生じない場合でも原子核との衝突により運動方向が
変化するため，遮蔽体の厚さ増加とともに検出器に到達する個数が減少したと考えられる．
したがって，点線源の直線上においては，距離を十分に設けることで，ホウ素による中性子
の捕獲を行わずとも遮蔽が可能であることが示された．また，水道水と比較すると，ホウ素
含有の超重泥水の熱中性子線低減率が大きく，ホウ素非含有の超重泥水の熱中性子線低減
率が小さいことが明らかとなった． 
以上から，放射線量の減衰に関して，物質の湿潤密度および体積含水率と共に，放射線の
透過距離が重要な要素であることが示された．また，固相分が多い超重泥水ほど，水道水よ
りも低減率が小さい．これは，単位容積あたりの水素原子の数を示す体積含水率の相違に起
因する．したがって，本材料を放射線遮蔽材料として使用するにあたり，ガンマ線遮蔽と中
性子線遮蔽の優先性を考慮する必要がある．また，東北珪砂 5 号を用いた同実験において
も，厚さの変化に伴う低減率の挙動は同様であることが確認された． 
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図 5.5 遮蔽体厚さと全速中性子低減率の
関係 
 
図 5.6 遮蔽体厚さと高速～速中性子低減
率の関係 
 
図 5.7 遮蔽体厚さと熱中性子低減率の関係 
 
 
  
88 
 
5.4 総透過水分密度による中性子線遮蔽性能の評価 
 
異なる種類の土質系材料が示す中性子線低減率と一義的な関係にある物理量を特定する
ため，中性子線が透過した全ての物質の水分密度ρm（θ /100×ρw）に厚さ x cm を乗じた値の
総和を“総透過水分密度”として定義する．総透過水分密度は中性子線が厚さ x cm の材料を
透過する際に衝突する水分子の存在度を表す．図 5.8，図 5.9 および図 5.10 は各中性子線
低減率と総透過水分密度の関係を示す．全体的に総透過水分密度に依存する傾向は認めら
れるが，土質系材料の種類ごとにばらつきを示した．また，図 5.8，図 5.9 および図 5.10 か
ら，総透過水分密度 0 g/cm2 付近の東北珪砂 5 号の乾燥試料は，他と異なる挙動を示した．
それぞれのプロットは，低減率が小さい方から順番に厚さ x=10 cm, 20 cm, 30 cm および 40 
cm である．東北珪砂 5 号は，間隙水や吸着水による水素原子を有していないにもかかわら
ず，遮蔽体厚さの増加に伴い検出器に到達する中性子が減少している．したがって，ここで
生じた低減は，中性子に減速や吸収ではなく，水素原子よりも重い原子核と衝突することで
生じた散乱に起因すると考えられる．放射線低減率と散乱に関しては，本章 5.6 の回転式遮
蔽実験において後述する．以上より，土が有する中性子線遮蔽性能は主に含水量が支配的で
あることから，長期的な使用においては各土質材料の水分保持力の調査が不可欠である．な
お，1F における超重泥水の使用に関しては，材料上部の冠水を想定していることから，水
分の減少は考慮する必要がないと考えられる． 
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図 5.8 総透過水分密度と全速中性子線 
低減率の関係 
 
図 5.9 総透過水分密度と 
高速～速中性子線低減率の関係 
 
図 5.10 総透過水分密度と熱中性子線低減率の関係 
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5.5 熱中性子捕獲ガンマ線のエネルギースペクトル分析 
 
5.5.1 熱中性子捕獲ガンマ線の概要 
 
物質に熱中性子が捕獲された際に放出されるガンマ線を熱中性子捕獲ガンマ線と呼ぶ．
図 5.11 に熱中性子捕獲によるガンマ線放出の一例を示す．このように，中性子線の物質透
過時の捕獲現象は，運動する中性子の数を減じるだけでなく，ガンマ線の放出を伴うもので
ある．したがって，放射線遮蔽の観点では，単純に中性子の収支にとどまらず，ガンマ線の
発生量とその遮蔽についても考慮する必要がある． 
本章では，中性子線源である 252Cf を用いてガンマ線のエネルギースペクトル分析を行っ
た．土質系充填材料中の他原子による熱中性子吸収反応を検出することで，その捕獲性能を
評価すると共に，熱中性子捕獲ガンマ線の放出とその遮蔽について評価した．表 5.1 に検出
が予想されるガンマ線を示す．ここで，熱中性子捕獲ガンマ線 Thermal Neutron Capture 
γ's (CapGam)のエネルギーは，元素ごとに値が決まっておりこの値は National Nuclear 
Data Center(http://www.nndc.bnl.gov/capgam/)で参照することが出来る５）． 
 
 
図 5.11 熱中性子捕獲によるガンマ線放出の一例 
 
 
表 5.1 検出が予想されるガンマ線 
核種 
主なガンマ線エネルギー 
(MeV) 
40K (B.G.)※ 1.460 
1H 2.223 
10B 4.444 
137Ba 1.44，1.74，2.64など 
※40Kは熱中性子捕獲ガンマ線ではなく B.G.値 
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5.5.2 各材料の透過により検出された熱中性子捕獲ガンマ線 
 
図 5.12 はバックグラウンドのガンマ線スペクトルである．図 5.12 より，1.460 MeV の位
置に，自然放射線である 40K のピークが確認された．図 5.13 から図 5.16 は，線源-検出器
間に遮蔽体を設置した際のガンマ線のエネルギースペクトルである．各材料を用いた試験
では，B.G.値の測定時よりも測定時間を増加させたため，標準偏差が 0 に近づき，40K のピ
ークである 1.5 MeV 付近のピークが明確になった． 
図 5.13 は空容器の熱中性子捕獲ガンマ線である．図 5.13 より，アクリルを構成する
1H(2.20 MeV)と見られるピークが観察される．図 5.14 は水道水の熱中性子捕獲ガンマ線を
示す．図 5.14 より，中性子線が水道水を透過した場合，空容器を透過した場合と比較して
1H(2.20 MeV)のピークが顕著に現れた．すなわち，水道水の優れた中性子捕獲能力が示さ
れた． 
図 5.15 はホウ素を添加した超重泥水比重 1.8(B:1000 ppm)の熱中性子捕獲ガンマ線であ
る．図 5.15 より，BG.および 1H による吸収反応の他に，1.75 MeV 付近に 137Ba と考えら
れるピークが確認できる．しかし，高エネルギー域のガンマ線は検出個数が少なく，ホウ素
B(4.44 MeV) のピークは確認できなかった．図 5.16 は，超重泥水比重 2.5 の熱中性子捕獲
ガンマ線である．比重 1.8 のスペクトルと同様に，1.75 MeV 付近に 137Ba と考えられるピ
ークが確認された． 
 
 
図 5.12 バックグラウンドのガンマ線スペクトル 
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図 5.13 空容器の熱中性子捕獲ガンマ線 
 
図 5.14 水道水の熱中性子捕獲ガンマ線 
 
図 5.15 超重泥水 比重 1.8(B:1000 ppm)
の熱中性子捕獲ガンマ線 
 
図 5.16 超重泥水 比重 2.5 の 
熱中性子捕獲ガンマ線 
  
図 5.17 は，各遮蔽材料を透過中に発生した熱中性子捕獲ガンマ線の総個数(積分値≒線
量)である．空容器の熱中性子捕獲ガンマ線の総個数は，遮蔽体厚さの増加に伴い減少した．
空容器は，アクリルを構成する 1H 以外に熱中性子捕獲に特に有効な元素を含有しないため，
B.G.値のガンマ線を遮蔽することで，厚さと共に検出個数が減少していると考えられる．ま
た，水道水による熱中性子捕獲ガンマ線の総個数は，厚さとともに増加し，40 cm の時点で
B.G.値を超えた．これは，水素原子による熱中性子捕獲が顕著であり，厚さの増加に伴いそ
の影響が増すことを示す．また，ホウ素を添加した比重 1.8 の超重泥水も同様の挙動を示し
たが，材料中の含水量が小さいため，水道水よりも小さい値を示した．一方，比重 2.5 の超
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重泥水に関しては，熱中性子捕獲ガンマ線の個数が遮蔽体厚さに比例しなかった．この原因
として，熱中性子捕獲によるガンマ線の放出量と超重泥水自身の高比重によるガンマ線遮
蔽とのバランスが考えられる．以上から，超重泥水は，熱中性子の捕獲という観点において
水道水よりも劣るが，中性子線の遮蔽に伴うガンマ線による被ばくの危険性はより低いと
考えられる． 
 
 
図 5.17 熱中性子捕獲ガンマ線の総個数(積分値) 
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5.5.3 異なる遮蔽体厚さにおける熱中性子捕獲ガンマ線 
 
5.5.2 に示したスペクトルでは，全エネルギーのガンマ線検出個数の変化を一律に評価し
た．本章では，遮蔽体厚さの変化に伴うスペクトルの変化を比較するにあたり，各エネルギ
ーの推移を比較するためガンマ線スペクトルの正規化を行った．入力信号個数の総量を揃
えるために，総計数率の設定値 T を用いた．本章では T=1000000 に設定した．正規化した
計数率 X は，i 番目のエネルギーにおける計数率 ni を用いて式(5-1)より算出した．  
 
𝑋𝑋 = 𝑙𝑙𝑠𝑠 × 𝑘𝑘
∑𝑙𝑙𝑠𝑠
 (5-1) 
 
図 5.18 は空容器，図 5.19 は水道水，図 5.20 はホウ素を添加した超重泥水（比重 1.8）
および図 5.21 は超重泥水（比重 2.5）の正規化したスペクトルの比較を示す．すべての材
料において，高エネルギー側であるほど，遮蔽体厚さが小さいケースの検出個数が多い，す
なわち，ガンマ線の透過量が大きかった．また，空容器および 2 種類の超重泥水に関して
は，低エネルギー域における遮蔽体厚さによる変化は確認されなかった．しかし，水道水は，
特に 1.5 MeV 付近において遮蔽体厚さによる計数率の逆転が生じた．すなわち，1.5 MeV
以上のエネルギーを放出する熱中性子捕獲ガンマ線を水道水自身が遮蔽したことで，低エ
ネルギー域に推移したと考えられる． 
また，比重が大きい，すなわちバライトの含有量が多い超重泥水ほど，1.5MeV のピーク
が低エネルギー側に移動した．これは，1.44 MeV の 137Ba による捕獲ガンマ線と考えられ，
バライトの添加が中性子線遮蔽に有効である可能性を示唆する．また，2 種類の超重泥水の
スペクトルを示す図 5.20 および図 5.21 において，2.70 MeV 付近にピークが存在する．こ
のピークに関しても，137Ba の熱中性子吸収ガンマ線であると予想されており，バライト含
有量が大きい配合ほどピークが明確になった． 
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図 5.18 空容器の熱中性子捕獲ガンマ線 
(正規化) 
 
図 5.19 水道水の熱中性子捕獲ガンマ線 
(正規化) 
 
図 5.20 超重泥水 比重 1.8 の熱中性子捕
獲ガンマ線 (正規化) 
 
図 5.21 超重泥水 比重 2.5 の熱中性子捕
獲ガンマ線 (正規化) 
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5.6 中性子線の散乱成分 
 
 一次元方向の遮蔽実験の結果から，中性子線に関しては，散乱成分の影響が大きいことが
示唆された．そこで，3.4.2 の回転式放射線遮蔽実験を用いて行った試験結果として図 5.22，
図 5.23 および図 5.24 に全中性子線，速中性子線および熱中性子線の散乱成分のグラフを
示す． 
 図 5.22 から図 5.24 より，線源のみ，および空容器の試験ケースに関して，線源の後方で
ある 135°，180°，225°においても中性子線が測定された．特に，線源の真後ろである
180°で線量が高い理由として，線源が封入されている容器（遮蔽体）の構造的要因が考え
られる．線源である 252Cf は，水素を多く含有するポリエチレンに封入されているが，中性
子線は完全な遮蔽，絞り込みが難しい．線源の容器は直方体の形状をしていることから，照
射用の孔が空いている前面に次いで，容器上で最も遮蔽体としての厚さが小さい厚さが小
さい背面からも中性子線が照射されている可能性がある．また，90°において検出された線
量は，散乱の影響による． 
 図 5.22 および図 5.23 より，全中性子と速中性子に関しては，水と超重泥水のケースで
全方向の中性子が遮蔽されている．一方，図 5.24 の熱中性子線に関しては，全方向に均一
である．これは，線源の全面や背面から照射された中性子が，水や超重泥水中の物質と衝突
を繰り返し，複数回進行方向を変化させた結果，その分布が均一に広がったと考えられる． 
 以上より，中性子線，特に熱中性子線の遮蔽に関しては，一次元方向の遮蔽実験結果だけ
では一概に判断できず，散乱についても考慮する必要がある． 
 
図 5.22 線源の回転方向における全中性子線の散乱成分 
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図 5.23 線源の回転方向における速中性子線の散乱成分 
 
図 5.24 線源の回転方向における熱中性子線の散乱成分 
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5.7 本章のまとめ 
 
 本章では，全中性子線，速中性子線および熱中性子線の遮蔽実験を実施し，土の状態を表
す基本量を用いてガンマ線遮蔽性能を整理することで，以下の結果を得た．以下に本章の要
点をまとめる． 
 
1) 遮蔽体厚さが同一の場合，全中性子，速中性子および熱中性子線低減率は，遮蔽材料の
体積含水率に伴い増加した．厚さ 10 cm において，全中性子線の遮蔽性能は，超重泥
水の配合に依らず水道水とほぼ同等であった．速中性子線および熱中性子線に関して
は，超重泥水の中でも体積含水率が大きいほど，高い遮蔽性能を示した． 
 
2) 厚さ 10 cm において，ホウ素を含有する超重泥水は，含有しないものに比べて 70%程
度大きい熱中性子低減率を示した．しかし，遮蔽体厚さが増加するに従い，ホウ素含有
の有無による差は減少した．したがって，熱中性子の遮蔽には，中性子捕獲と同時に，
十分な距離を設けることが有効である． 
 
3) すべての超重泥水は，厚さ 40 cm の時点で低減率ほぼ 100%を示した．また，遮蔽体厚
さの増加に伴い，ガンマ線と材料内部の水素原子との衝突確率が指数関数的に増加し
たことで，中性子線低減率も指数関数的に増加した． 
 
4) 各中性子線の低減は，遮蔽材料の体積含水率と厚さを乗じた値の総和に対して概ね一
義的な関係を示した．したがって，中性子線の遮蔽は，体積含水率と遮蔽体厚さを乗じ
た値の総和が等しければ，同様の遮蔽性能を有する．すなわち，材料の分布が変化した
場合も，その総量が同一であれば性能の劣化は生じないと考えられる． 
 
5) 遮蔽材料中の原子の原子核によって，熱中性子線捕獲が生じ，熱中性子捕獲に伴うガン
マ線の放出が生じた．材料中の水の割合が大きいほど，また遮蔽体厚さが大きいほど，
ガンマ線の検出量が増加した．しかし，比重 2.5 の超重泥水は，その高比重による遮蔽
によって，熱中性子捕獲ガンマ線の増加はほとんど生じなかった． 
 
6) 中性子線，特に熱中性子線の遮蔽に関しては全方向に均一に広がる特性を有するため，
一次元方向の遮蔽実験結果だけでは一概に判断できず，散乱についても考慮する必要
がある． 
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第 6 章 遮水材料としての超重泥水の地盤工学的特性と 
遮水性発現メカニズム 
 
 
6.1 不安定材料の透水試験の必要性 
 
 1F の汚染水対策である PCV 補修・止水技術の一つとして，自己充填コンクリートと超重
泥水の併用によるサプレッションチャンバー内の充填施工が検討されている(IRID, 2017)1)．
超重泥水の使用は，コンクリートとチャンバー壁面間に生じた水みちや，経年・温度変化に
より生じた空隙を追従して充填することが目的である．汚染水の漏洩に関する対策である
ことから，透水係数による設計や，遮水性の変化を厳重に管理する必要がある．しかし，泥
水や浚渫土のように，含水量が多く粒子間接触が少ない土質材料について，その透水係数を
測定することは困難である．不安定材料に関する既往の透水係数の算出方法およびその課
題について，以下に論じる． 
我が国では一般的に，液固比の高い泥水や浚渫土など，土粒子が容易に移動する軟弱な材
料，すなわちダルシー則の適用ができない材料の透水係数は，圧密試験によって算出される
ことが多い．しかし，圧密試験から判断される遮水性は，載荷に伴う圧縮ひずみの関数であ
り，透水現象を直接反映したものではないと考えられる．また，米国 Petroleum の分野で
は，泥水の透水係数の算出方法として Filter press (API)2)，Fluid loss test (ASTM)3)などが
挙げられる．図 6.1 はフィルタープレスの試験装置とその概略図である 4)．しかし，これら
の試験法において算出される指標は，最終的に形成された脱水ケーキの透水係数であり，通
水に伴う遮水性の遷移を詳細に評価することが困難である． 
 
図 6.1 フィルタープレスの試験装置とその概略図（Darley, H.C.H., Gray, G.R (1979)4）  
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ベントナイト泥水を用いた遮水技術は，超重泥水に限らず，様々な事例と適用先が存在す
る．高レベル放射性廃棄物処分，すなわち地層処分における天然バリア（岩盤）に関して，
岩盤内に処分抗への坑道を掘削することにより，周辺には掘削工事の影響を受けた領域が
発生する．このとき，岩盤内の亀裂が水理学的に連結することで水みちが生じた場合，その
水みちを遮断する対策技術として，ベントナイトグラウトによる止水が着目されている 5)．
当該材料には，亀裂への目詰まりによる低透水性や自己シール性，核種吸着による拡散遅延
性，化学的緩衝性などの諸特性が長期にわたり維持されることが期待されている 6)．西垣ら
(2005)による圧密透水試験の結果，亀裂に充填した状態で間隙比が 1.5 程度まで低下した場
合，透水係数は 10-9～10-10 m/s と十分に低い値となることが示された 7)． 
ソイルベントナイト(SB)は，難透水性壁体を造成することによる鉛直遮水工の一種であ
る．ベントナイトと水を混合したベントナイトスラリーの状態で現位置土に添加し，流動性
を上昇させつつ掘削および混合・攪拌を行い，粉体ベントナイトを添加しつつ再度混合・攪
拌を行うことで構築される．ここで，ベントナイトに主成分であるモンモリロナイトは，最
初に接触した溶液，すなわち膨潤に用いられる溶液の化学的特性によって，その後の透水係
数に大きな影響を受ける．これは，第一暴露効果と呼ばれる現象であり，ベントナイトの膨
潤特性を大きく左右する 8), 9)．モンモリロナイトが直接化学物質に暴露される以前に，あら
かじめ水和膨潤される場合，その後化学物質に暴露されても，受ける影響が小さくなると考
えられている 10), 11)．この状態を，Prehydration という．こうして得られた SB 遮水壁は，
安定的に 10-9～10-10 m/s と低い透水係数を示す 12)． 
本章で用いる超重泥水は，上述のベントナイトグラウトやソイルベントナイトよりも，粒
子の自由度が高い状態における使用が想定される．一方，比重 2.5 の配合で固相分体積割合
が 50%程度であり，一般的に土木工事で用いられる泥水と比較してはるかに固相分が多く，
液体と固体の中間的な特性を示す．また，高レベル放射性廃棄物処分で用いられる粘土系緩
衝材であるベントナイトは，水和膨潤によって粒子間距離を増大させるため，地下水と接触
した部分は固体から液体に近づく．これらの材料は，ともに遮水性が重要な役割であるが，
材料全体としての遮水性，またその遮水性を支配する部分に関する研究は成されていない． 
汚染水対策や，放射性廃棄物処分などへの適用によって，遮水材料としての土質材料の使
用形態が複雑化・多様化している背景から，既往の方法のように，単に脱水ケーキの遮水性
を測定するだけでは十分ではなくなってきている．以上のように，土骨格を有さない泥水材
料が通水に伴い遮水性を発現するに至るまでの現象を把握する必要がある．本章では，当該
材料の遮水性能として体積流量を測定すると共に，供試体鉛直方向各層の透水係数を算出
することで，得られた透水係数に関してその工学的意味を考察した． 
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6.2 変水位透水試験を用いた遮水性評価に関する予備試験 
 
 超重泥水の遮水性評価に適した実験方法を検討するため，短時間で通水挙動を把握でき
る変水位透水試験を用いて予備試験を行った．超重泥水に対し通水を行い，体積流量の経時
変化を測定するとともに，供試体の平均的な透水係数を算出した．得られた結果から，超重
泥水の透水試験における適切な通水方向や通水液について判断した．また，供試体高さの異
なる試験を用いて比較を行うことで，初期高さの透水係数に対する影響を把握した． 
 
6.2.1 変水位透水試験 
 
 本試験では，JIS A 1218: 2009「土の透水試験」に従い変水位透水試験を行った 13)．一般
的に，低透水性を示すベントナイト系材料は，通水に時間がかかるため，変水位透水試験を
実施することが常である 14)．本試験では，一般的な透水試験に則ると共に，供試体の定体
積および材料均一性を保持した状態で透水試験を実施するため，供試体下方から通水液を
流入，上方から流出とした．また，本試験で得られる超重泥水の透水係数に対する供試体寸
法の影響を比較するため，2 種類の試験装置を用いて実験を実施した． 
図 6.2，図 6.3 および表 6.1 に変水位透水試験の概略図と試験条件をそれぞれ示す．内寸
の高さ 10 cm，直径 6 cm のモールドは，透明アクリル製である．また，高さ 2cm，直径 6 
cm のモールドは，ステンレス製である．双方ともに供試体上部と下部には孔径 0.45 µm の
メンブレンフィルターおよびポーラスメタルを設置した． 
供試体の作製に際して，均一に攪拌した泥水を 3 回に分けて注ぎ込み，その都度泥水の
上部からガラス棒で試料にせん断を加え，粘性を低下させることで，充填時に巻き込まれた
空気を排出した．初期高さ L0=10 cm あるいは 2 cm の供試体に対し，大気圧条件において
透水試験を実施した．流入側ビュレットは，可能な限り詳細に通水量を記録するため，最大
容量 2ml のものを用いた．ベントナイト泥水の通水では，容易にビュレット内の 2ml の流
入が完了することから，その都度給水側のバルブを閉じ，ビュレットへの通水液の供給後，
バルブを開けることで供試体への通水を繰り返した．なお，変水位透水試験において，透水
係数を算出するための流量として流入量のみを計測するが，逐次採水ボトルの質量を計測
することで，通水開始直後に流入量と流出量が一致することを確認した．透水係数は，式(6-
1)および(6-2)を用いて算出した 13)． 
 
𝑘𝑘𝑇𝑇 = 2.303 𝑡𝑡𝑠𝑠𝑛𝑛𝐿𝐿𝐴𝐴(𝑡𝑡2 − 𝑡𝑡1) 𝑙𝑙𝑐𝑐𝑙𝑙10 ℎ1ℎ
2
 (6-1) 
𝑘𝑘15 = 𝑘𝑘𝑇𝑇 ⋅ 𝜂𝜂𝑇𝑇𝜂𝜂15 (6-2) 
ここに，ain：流入側のビュレットの断面積(m2) 
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h1： 時刻 t1 における水位差 (m) 
     h2： 時刻 t2 における水位差 (m) 
 ηT/η15：温度 15℃の透水係数を算出するための補正係数 
 
通水による間隙水の化学的雰囲気の変化を抑制するため，超重泥水作製に用いるピロリ
ン酸ナトリウム水溶液 wt=0.2%を通水液として使用し，イオン交換水の通水により算出した
透水係数と比較した．変水位透水試験に用いた供試体と試験の種類を表 6.1 に示す． 
 
  
図 6.2 直径 D=6 cm，初期供試体高さ L0=10 cm のアクリル製透水試験装置 
  
図 6.3 直径 D=6 cm，初期供試体高さ L0=2 cm のステンレス製透水試験装置 
 
表 6.1 変水位透水試験の試験条件 
 
通水液 
イオン交換水 ピロリン酸ナトリウム(wt=0.2%) 
供試体高さ
L 
2 cm 比重 1.1 
比重 1.1 
比重 1.8 
比重 2.5 
10 cm 
比重 1.1 
比重 2.5 
比重 1.1 
比重 2.5 
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6.2.2 体積流量の経時変化 
 
図 6.4 は，変水位条件において下方から超重泥水に通水した際の体積流量の経時変化で
ある．試験開始直後の体積流量は高い値を示したが，時間経過に伴い徐々に低下した．初期
状態において土粒子が分散状態である超重泥水は，通水に伴い土粒子が移動し，排水部にお
いて目詰まりが生じたと考えられる． 
また，それぞれの試料において，流入側ビュレットへの給水直後の体積流量は一時的に増
加し，通水の継続とともに安定に向かった．この原因として，流入側ビュレットへの給水に
伴う水頭差の増大により，供試体内部が非定常状態となったこと，あるいは材料の内部構造
が破壊されたことが考えられる．  
いずれの配合の超重泥水，供試体高さおよび通水液においても，体積流量は同等の値を示
した．以上より，いずれの供試体条件における超重泥水に関しても，通水に伴い排水部で発
達する遮水性の発現プロセスは，同様であることが示唆された． 
 
図 6.4 変水位における供試体下方からの通水による体積流量 
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6.2.3 供試体の平均的な透水係数 
 
図 6.5 は比重 1.1，図 6.6 は比重 1.8，図 6.7 は比重 2.5 の透水係数である．図 6.5 より，
比重 1.1 の超重泥水は，透水係数が比較的大きかった．そのため，流入側ビュレットへの給
水頻度が多く，透水係数のばらつきが多い．また，ピロリン酸ナトリウム水溶液の通水によ
る透水係数は，イオン交換水と比較して高く算出された．本試験条件における比重 1.1 の配
合の超重泥水は，いずれの条件においても 10-9 m/sec のオーダーにおいて徐々に安定した． 
図 6.6 より，比重 1.8 の透水係数は，ピロリン酸ナトリウム水溶液の通水により，通水初
期における 2.0×10-8 m/sec から低下し，7.0×10-10 m/sec に収束した．なお，比重 1.8 に関
しては，供試体高さ 2 cm かつピロリン酸ナトリウム水溶液の通水によるケースのみ実施し
た．詳細に関しては，後述の定水位透水試験によって検討する． 
 図 6.7 より，比重 2.5 の透水係数は，特に 2 cm の供試体において，給水による水頭差の
変化の影響と考えられる透水係数の上昇が微小であった．この理由として，比重 2.5 は，3
種類の超重泥水の中で最も固相分が多いことから，通水に伴い粒子間の物理的接触が生じ
た，すなわち土骨格を形成したことによると考えられる．また，比重 1.1 と異なり，ピロリ
ン酸ナトリウムの通水による透水係数は，イオン交換水と比較して低く算出された．  
以上のように，本試験で用いたすべての超重泥水に関して，試験開始直後の透水係数は，
1.0×10-7 m/sec 程度から時間経過に伴い徐々1.0×10-9 m/sec 程度に低下した．3 種類の超重泥
水は比重が大きい，すなわち固相割合が大きい配合ほど低い透水係数を示した．また，すべ
ての超重泥水において，流入側ビュレットへの給水に伴う一時的な透水係数の上昇がみら
れた．しかし，固相分の割合が小さいほど透水係数の上昇量が大きいことから，バライトが
ほとんど添加されない比重 1.1 の配合に関して，供試体内部の構造が脆弱で破壊しやすい可
能性がある． 
いずれの超重泥水においても，L=2 cm の供試体において，L=10 cm の供試体よりも低い
透水係数が算出された．これは，本章で算出された透水係数が，通水に伴い内部が不均質に
なった試料の平均的な値であることに起因する．不均質な試料に関して，算出された透水係
数における供試体高さの影響は大きい．したがって，粒子が移動しやすい不安定材料に関し
て詳細な遮水性を明らかにするためには，通水に伴い泥水材料内部で生じる性状分布の変
化と遮水性の遷移を関連付ける必要がある．また，通水液がイオン交換水か，あるいは超重
泥水の分散媒であるピロリン酸ナトリウム水溶液であるかの差異は，無視してよいほど微
小であると考えられる． 
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図 6.5 超重泥水比重 1.1 の供試体平均の透水係数 
 
図 6.6 超重泥水比重 1.8 の供試体平均の透水係数 
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図 6.7 超重泥水比重 2.5 の供試体平均の透水係数 
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6.2.4 下方からの通水に伴う供試体の性状変化 
 
図 6.8 は，比重 2.5 および比重 1.1 の試料に対しイオン交換水またはピロリン酸ナトリウ
ム水溶液を通水した際の供試体の様子である．超重泥水の下部からイオン交換水を通水し
た場合，比重 1.1 では上部に水のたまり場が発生し，下部にバイライト粉末が沈下した．ま
た，比重 2.5 に関しては，上部にひび割れが発生した．一方，ピロリン酸ナトリウム水溶液
を通水した際は，バライト粉末の沈殿が生じたが，その破壊の程度はイオン交換水の通水ほ
ど顕著ではない． 
図 6.9 は，ピロリン酸ナトリウム水溶液通水後の供試体の凍結乾燥試料の様子である．目
視による観察では，比重 1.1 は間隙が多く存在するが，比較的均質な様子であった．比重 1.8
は，2 層に分離しており，上部（図 6.8 における下側）に密度が低い層が存在した．おそら
く，材料中のベントナイトとバライトが分離したものと考えられる．一方，比重 2.5 の供試
体は，全体的に密度が高く，下部（図 6.8 における上側）において浮き上がりの跡が見られ
るが，全体的に均質であった． 
供試体下端から通水を行った場合，イオン交換水，あるいはピロリン酸ナトリウム水溶液
の通水の双方において，供試体の破壊現象が見られた．破壊の状況は，供試体ごとにばらつ
きがあり，供試体高さ L の断定ができないことから，算出された透水係数の解釈も複雑に
なる．しかし，その破壊の程度はピロリン酸ナトリウム水溶液を使用した方が小さいことが
示された．したがって，透水試験によって泥水試料の遮水に関する初期性能を測定する場合，
通水液として，材料中の性状変化への影響が比較的小さい水溶液を用いることが望ましい． 
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図 6.8 供試体下端からの通水に伴う各供試体の破壊状況 
 
   
 
比重 1.1 
 
比重 1.8 
 
比重 2.5 
図 6.9 ピロリン酸ナトリウム水溶液通水後の供試体の凍結乾燥試料 
（下図：供試体上下反転） 
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6.3 定水位透水試験を用いた供試体各層の透水係数の評価 
 
本章 6.2 で得た変水位透水試験の結果を踏まえ，供試体上部から通水を行う定水位透水
試験を実施した． 
 
6.3.1 定水位透水試験 
 
定水位透水試験に用いた試料は，比重 1.8 の超重泥水である．図 6.10 に定水位透水試験
の概略図と試験条件をそれぞれ示す．モールドは透明アクリル製であり，供試体の上部・下
部には孔径 0.45 µm のメンブレンフィルターとともに，多孔板に代わり直径 1cm の穴を 6
つパンチングしたアクリル板を設置した．内寸は高さ 15 cm，直径 6 cm であり，水頭差 54 
cm で上方から通水を行った．供試体の作製に際して，均一に攪拌した泥水を 3 回に分けて
注ぎ込み，その都度泥水の上部からガラス棒で試料にせん断を加え，粘度を低下させること
で，充填時に巻き込まれた空気を排出した．通水開始後，随時採水ボトルの重量を 0.1 mg
の精度で測定することで，供試体を通過した通水液の質量を記録した．供試体の初期高さは
L0=15cm であり，試験中に変化する高さ L を用いて式(6-3)および(6-4)により透水係数を
算出した 13)．供試体高さ L の変化に伴い，動水勾配 i=3.6~4.0 の範囲で増加した． 
前述 6.2 より，本試験で用いた超重泥水（比重 1.8）は，一般的に定水位透水試験で用い
る試料(k=1.0 x 10-5 m/s，JIS 1218:2009)よりも透水性が低く通水量が小さいため，微量の
蒸発であっても試験結果に影響することが予想された．したがって，透水試験中の蒸発対策
のため，大気圧条件を満たすための最小限の開口部を用意した給水タンクおよび採水ボト
ルを使用した． 
 
𝑘𝑘𝑇𝑇 = 𝐿𝐿ℎ × 𝑄𝑄𝐴𝐴(𝑡𝑡2 − 𝑡𝑡1) (6-3) 
𝑘𝑘15 = 𝑘𝑘𝑇𝑇 ⋅ 𝜂𝜂𝑇𝑇𝜂𝜂15 (6-4) 
ここに，kT： T℃における透水係数 (m/s) 
L：供試体の高さ (m) 
Q: 流出水量 (m3) 
      A：供試体の断面積 (m2) 
      t2-t1： 測定時間 (s) 
     h：水位差 (m) 
k15： 15℃における透水係数 (m/s) 
ηT/η15：温度 15℃における透水係数を求めるための補正係数 
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 図 6.11 は，分割型透水試験の概略図を示す．定水位透水試験の通水後，供試体の状態を
乱さないよう，アクリルモールドごと供試体を上部から 3cm ごとに 5 分割した．あらかじ
め飽和させた孔径 0.45 µm のメンブレンフィルター1 枚で上面・下面を覆った鋼板(厚さ 0.5 
mm)をモールドの分断部に差し込み，メンブレンフィルターの上下を切り離した．その後，
分割した供試体の下面に接触しているメンブレンフィルター(上)を挟んで底板を設置する
ことによって，透水試験を実施した．分割部分直下の供試体上部には，切り離されたメンブ
レンフィルター(下)を挟んで上蓋を取り付け，同様の手順で各層の透水試験を実施した．図
6.12 は，分割した各層に対する定水位透水試験の手順である．動水勾配は，分割前の定水
位透水試験(L0=15 cm)と同様（i=3.6~4.0）になるよう，水頭差を調整した．透水係数の計
算方法や蒸発対策は，上述の定水位透水試験に準ずる．上部から 1～4 層目に関して，分割
後の各層は，装置内部の不飽和および長期間の通水によって性状が変化する可能性がある
ため，透水係数の算出には通水開始 1 分後の値を使用した．なお，最下部は透水係数が低く
排水量が小さいため，他のプロットと測定時間が異なる． 
 
 
 
 
図 6.10 定水位透水試験の概略図  
 
 
112 
 
 
図 6.11 分割型透水試験の概略図 
  
 
図 6.12 分割した各層に対する定水位透水試験の手順 
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6.3.2 上方からの通水に伴う供試体の沈降 
 
供試体上方からの通水に伴い，供試体上面が徐々に沈下した．図 6.13 は上方からの通水
に伴う供試体上面の沈降の様子である．また，沈下に伴い，上面が色の異なる二層に分離し
た．本研究では，通水液（イオン交換水）と供試体上面の境界を供試体高さ L とし，その値
から透水係数を算出した．図 6.14 は，通水に伴う供試体高さの経時変化である． 
 
   
図 6.13 上方からの通水に伴う供試体上面の沈降 
 
図 6.14 上方からの通水に伴う供試体高さの変化 
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6.3.3 体積流量の経時変化および鉛直方向各層の透水係数 
 
 図 6.15 は，供試体上方からの定水位の通水における体積流量の経時変化である．定水位
条件下では，体積流量は通水開始直後 7.0×10-10 m3/s から 3.0×10-11 m3/s まで急激に低下
した後，ゆるやかに低下し，約 300 時間において 6.0×10-12 m3/s に収束した． 
 
図 6.15 供試体上方からの定水位の通水における体積流量 
 
図 6.16 は初期高さ L0=15 cm の超重泥水(比重 1.8)の供試体に関する透水係数の経時変
化である．通水開始直後から，透水係数は徐々に低下し，通水開始から 525 時間経過後の
分割前の時点で，5.0×10-10 m/s 程度に収束した．  
通水開始から 525 時間経過後，高さ 15cm の供試体を鉛直方向に 3 cm，5 層に分割し，
それぞれの層に対して透水試験を実施した．分割直後の透水係数は，最上層と最下層で最も
低く，3×10-10 m/s 程度であった．中間部分に関しては，2 層目，3 層目は 5.0×10-9 m/s と
同等に高く，4 層目は 1.5×10-9 m/s であった．これらの中間部は，時間経過（通水）に伴
い，分割前供試体と同様に透水係数が低下した．しかし，最上層と最下層に関しては，時間
が経過しても安定して同値を示した．これらの層は，内部の粒子がほとんど動かず，固体的
な挙動を示したと考えられる． 
計測された分割後各層の透水係数を合成し，分割前の透水係数と比較した．透水係数の合
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成値は，等価透水係数 kv として式(6-5)で算出した 15)． 
 
𝑘𝑘𝑣𝑣 = 𝐻𝐻ℎ1
𝑘𝑘1
+ ℎ2𝑘𝑘2 + ・・・ℎ𝑛𝑛𝑘𝑘𝑛𝑛 (6-5) 
ここに，kv: 各層の透水係数の合成値 
    H: 供試体全体の層厚 
    hn: n 番目の層の層厚 
        kn: n 番目の層の透水係数 
 
 分割供試体の合成値は，分割前の透水係数の収束値と同値を示した．したがって，粒子が
動きやすく，内部の性状が容易に変化する泥水試料の透水係数は，異なる透水係数を有する
複数層の合成値である等価透水係数であることが示された． 
 
 
図 6.16 初期高さ L0=15 cm の超重泥水(比重 1.8)の透水係数の経時変化 
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6.3.4 上方からの通水に伴う供試体の性状変化 
 
本章では，上述の図 6.16 において，最上層と最下層の透水係数が共に低い原因について
詳述する．特に脆弱な最上層に関しては，非破壊で観察するため，通水後供試体のマイクロ
X 線 CT 画像の観察，および凍結乾燥試料の電子顕微鏡観察を行った．また，最上層および
最下層に関して，鉛直方向の乾燥密度分布および有効モンモリロナイト乾燥密度の分布を
整理した． 
 
a) マイクロ X 線 CT 観察 
通水前，通水後の超重泥水をマイクロ X 線 CT で観察した．図 6.17 はマイクロ X 線 CT
装置，図 6.18 はマイクロ X 線 CT による通水前後の最上層の観察結果である．透水試験で
生じた供試体中の変化に関しては，画像上での密度差の判別は不可能であった．通水前後の
最上層の画像を比較すると，通水前には水と超重泥水の境界が明瞭でなかったが，通水後は，
境界部分に輝度が高い層が生じた．最上層の低透水性には，ここで観察された極めて薄い高
密度の層が寄与すると考えられる． 
 
 
図 6.17 マイクロ X 線 CT 装置（＠電力中央研究所地球工学研究所） 
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図 6.18 通水前（上）および通水後（下）の最上層のマイクロ X 線 CT 観察 
 
b) 凍結乾燥試料の電子顕微鏡観察 
通水後の最上層を凍結乾燥し，電子顕微鏡(SEM)観察を行った．図 6.19 は，最上層の凍
結乾燥試料の凍結前，凍結後の写真および SEM 観察画像である．図 6.19 より，通水によ
って色調の異なる 2 層に分離した層は，凍結乾燥によりその相違が明確になった．最上層
の 2 層のうち上部は，凍結乾燥によって非常に薄い薄片粒子が規則的かつ緻密に重なった
状態となり，境界部分に近づくほど粗になった．一方，最上層の下部は，規則的な薄片の重
なりは確認できず，粒子の集合体のなかに薄膜が混在していた． 
図 6.19 より，上部において確認できる粒子は，不純物の無い薄膜であることから，最上
層の上部はベントナイト中のモンモリロナイトの濃集層であると考えられる．一方，下部は
粒径 1~10 µm 程度のバライトと思われる粒子群であり，薄膜は確認できない．これらの境
界である中間部分は，薄膜の中に粒径 1 µm 以下の微粒子が取り込まれた様子が確認され
た． 
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図 6.19 最上層の凍結乾燥試料の SEM 観察 
 
 
c) 鉛直方向における状態量 
図 6.20 は，上部から通水を行った超重泥水の供試体高さに対する乾燥密度の分布および
有効モンモリロナイト乾燥密度の分布である．図中に示した破線は、試験開始前における供
試体の乾燥密度であり，供試体高さによらず一定である．通水後，供試体の上部から下部に
かけて乾燥密度は増加した．供試体の上部は初期の乾燥密度より小さく，下部では初期値よ
り大きくなった．したがって，最下層の低透水性は，通水に伴う粒子の移動および緻密化に
伴う間隙比の減少が主な原因であると推測される．しかし，最上層に関しては，3cm の平均
として算出されることから，図 6.18 に見られる高密度の薄層の乾燥密度は正確には算出で
きず，低透水性の根拠にはなり得ない．そこで，図 6.19 で示唆されたように，モンモリロ
ナイトの濃集の可能性について調査した． 
透水試験後の供試体鉛直方向各層の乾燥試料に対し，メチレンブルー吸着量試験を実施
することで，有効モンモリロナイト乾燥密度を算出した 16)．図 6.20 より，モンモリロナイ
ト乾燥密度が最も大きいのは，最上部であった． 
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以上から，超重泥水のように粒径も比重も異なる粒子の混合材料は，通水により分離が生
じる．特に，上部は水ヒされた状態と同等であり，純度の高いモンモリロナイトが濃集し，
バライト骨格に対して目詰まりを生じた．このような現象が生じたことで，最上部に極めて
低い透水係数を示す層が生じた考えられる．  
 
 
図 6.20 通水方向における性状分布(左：乾燥密度，右：有効モンモリロナイト乾燥密度) 
 
 
6.3.5 既往の研究との比較 
 
 本研究で得られた成果を Na 型ベントナイト，特にスーパークレイと産地が同様のワイオ
ミング産ベントナイトの試料に関する既往の研究と比較する．図 6.21 は間隙比と透水係数
の関係を示す．図 6.21 より，ベントナイト 100%の材料と混合土では，異なる傾向を示す
ことが明らかになった．超重泥水は，ベントナイト混合率 10%～30%の混合土と同様のグ
ループに属した．このように，一般的に土質材料の指標として扱われる間隙比は，ベントナ
イト材料に関しては，すべての材料の透水係数に対して一義的なものではない． 
 図 6.22 は，有効モンモリロナイト乾燥密度と透水係数の関係を示す．有効モンモリロナ
イト乾燥密度は，主に締め固めたベントナイト材料の透水係数と高い相関性を有すること
が知られている．図 6.22 より，超重泥水は，他のワイオミング産ベントナイトと同様の傾
向を示すことから，超重泥水を用いた遮水設計においても，有効モンモリロナイト乾燥密度
を材料中の部分的な透水係数の代替指標として使用できる可能性が大きい． 
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図 6.21 間隙比と透水係数の関係 
 
図 6.22 有効モンモリロナイト乾燥密度による透水係数の評価 
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6.4 通水に伴う泥水内部の性状変化 
 
 本章 6.3 において，泥水の遮水性や得られた透水係数の意味を明らかにした．その結果，
遮水性の遷移は，泥水内部の性状変化に伴うものである可能性が示された．超重泥水など，
土骨格を有さない材料を用いて確実な遮水設計を行うにあたり，内部の密度変化や骨格形
成の過程を把握することが重要である．以下に通水に伴う泥水内部の湿潤密度や泥水圧の
変化について詳述する． 
 
6.4.1 通水に伴う泥水の性状変化の非破壊測定 
 
粒子の挙動や不均一性の発達を把握するため，RI 密度走査により湿潤密度を非破壊で経
時変化を測定した．RI 密度走査は，ガンマ線の透過線量より湿潤密度を算出する手法であ
る．本試験では，線源として 60Co を使用した．一定時間ごとに線源および検出器を鉛直方
向に移動させつつ透過線量を測定することで，湿潤密度分布の時間変化を計測した．また，
上述と同時に超重泥水の鉛直方向における泥水圧および間隙水圧を測定することで，圧力
分布の時間変化を測定した． 
図 6.23 は装置の概略図，図 6.24 は試験の様子である．本試験では，高さ 1 m のアクリ
ル円筒容器に超重泥水比重 1.8 を高さ 750 mm まで充填し，上部から通水を行った．円筒側
面において試料を挟むように，泥水圧計と間隙水圧計をそれぞれ設置し，鉛直方向で 5 セッ
トの測定を行った．泥水圧測定においては，圧力計をアクリル容器側面に直接設置し，間隙
水圧測定においては，フィルター越しに圧力計を設置した．表 6.2 は，各圧力の測定に使用
した圧力計の仕様である  
 
 
表 6.2 圧力計の仕様 
低容量圧力変換器 PGM-05KG(共和電業) 
定格容量 50kPa 
固有振動数 3kHz 
非直線性 ±0.5%RO 以内 
ヒステリシス ±0.3%RO 以内 
許容過負荷 150% 
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図 6.23 試験装置の概要図（土圧計の設置位置（左）および RI 密度走査の方法（右）） 
 
図 6.24 通水時の泥水内部の性状変化に関する非破壊測定の様子  
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6.4.2 RI 密度走査による密度分布の時間変化 
 
 図 6.25 は鉛直方向における湿潤密度分布の時間変化，図 6.26 は底面（下端から 20 mm
および 50 mm）における湿潤密度の時間変化である． 
図 6.25 より，排水面である最下層において，時間経過に伴い大きい湿潤密度を有する層
の高さが増加した，すなわち，骨格の厚みが増加した．また，骨格の最大密度は，時間経過
に伴い徐々に増加するが，167 時間の通水以降収束しつつある様子が確認された．供試体上
面は，通水に伴う沈下により位置が低下したが，その湿潤密度は徐々に増加した．一方，大
部分の中間部は，時間経過に依らず一定の湿潤密度を保った．このように，超重泥水におけ
る湿潤密度の変化は材料の通水面，排水面における限定的なものであり，初期の状態を保っ
た． 
図 6.26 より，最下部（排水部）では，時間遅れの密度増加，および時間経過に伴う湿潤
密度の収束がみられた．すなわち，最下層では圧密的な現象が生じた．下端から 20 mm の
位置では，経過時間 30 時間程度で急激に増加し，200 時間程度で定常に達した．その後，
その上部に位置する下端から 50 mm の位置において，湿潤密度が急激に増加し，経過時間
270 h 程度で定常に達した．一定高さにおける湿潤密度の増加およびその時間遅れは，土骨
格の形成および透水圧による圧密的現象を示しており，高さの違いによる増加傾向の相違
は，その厚さの増加を示唆する． 
以上より，vs=vw で移動する中間部分の超重泥水が，既存の土骨格に対して移動すること
で，分散状態の土粒子は境界部分で強制的に vs≒0 となり，結果的に骨格の厚みが増加した．
また，分散媒である水は，土骨格の間隙を通過し，排水されたと考えられる．したがって，
超重泥水の通水に伴い生じる現象は，排水部における土骨格の形成およびその圧密に加え
て，分散状態を保つ超重泥水のろ過に伴う土骨格の厚み増加，および骨格中の透水現象と複
合的なものである． 
 
 
124 
 
 
図 6.25 鉛直方向における湿潤密度分布の時間変化  
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図 6.26 底面における密度増加の時間変化 
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6.4.3 泥水圧，間隙水圧の時間変化 
 
 図 6.28，図 6.29 および図 6.30 は，各測定位置における泥水圧，間隙水圧および泥水圧
と間隙水圧の差分の時間変化である．図 6.28，図 6.29 および図 6.30 より，泥水圧，間隙
水圧および泥水圧と間隙水圧の差分のそれぞれにおいて，最上部の高さ 0.715 m から上か
ら四番目の 0.115 m までは，通水開始直後に一定値に収束した．しかし，最下部の高さ 0.015 
m において，泥水圧および間隙水圧は，時間経過に伴い減少した．その減少量は，間隙水圧
においてより大きいため，泥水圧と間隙水圧の差分は時間に伴い増加した．また，いずれの
測定圧も，排水バルブを閉じた直後から，徐々に通水開始前の圧力に近づいた． 
図 6.31，図 6.32 および図 6.33 は，それぞれ鉛直方向における泥水圧分布，間隙水圧分
布および泥水圧分布と間隙水圧分布の差分である．図 6.31，図 6.32 および図 6.33 より，
泥水圧，間隙水圧ともに，高さ 0.015 m において時間経過に伴う減少が確認された．また，
その差から最下層における有効応力の発現が示唆された．一方，最上部の高さ 0.715 m か
ら上から四番目の 0.115 m までは，泥水圧分布，間隙水圧分布の差が生じなかった．この理
由として，骨格を有さない分散系であれば，泥水圧と間隙水圧は等しくなることから，最上
層から 4 層目においては，通水後も骨格を有さない分散状態を保ったと考えられる．なお，
240 時間経過後，排水側バルブのみを閉じたところ，最下層の泥水圧，間隙水圧および有効
応力は，通水前の圧力状態に戻ろうとする傾向が見られた． 
 
 
図 6.27 泥水圧の時間変化 
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図 6.28 間隙水圧の時間変化 
 
図 6.29 泥水圧と間隙水圧の差の時間変化 
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図 6.30 泥水圧分布の経時変化      図 6.31 水圧分布の経時変化 
 
 
図 6.32 泥水圧と水圧の差の鉛直方向分布の経時変化 
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6.5 超重泥水の遮水性発現メカニズムの考察 
 
本章で得られた結果から，超重泥水の遮水性発現メカニズムを考察する．本章で得られた
通水に伴う供試体全体の体積流量の低下，供試体鉛直方向における透水係数の相違，密度分
布および圧力分布の時間変化より，超重泥水の供試体内部では通水開始後，供試体の各部分，
各段階によって異なる現象が生じることが予想される． 
段階ごとに推測される超重泥水内部の現象を以下に詳述する．図 6.33 は，通水開始初期
の排水部における超重泥水の挙動の概念図である．表 6.3 および図 6.34 は，想定される超
重泥水内部の各材料の速度の関係である．また，図 6.35 は，上方からの通水に伴う超重泥
水内部の性状変化の概念図である． 
 
① 通水開始直後，超重泥水全体（分散媒，バライト，ベントナイト）が同一速度で下方
に移動する．ここで，粒子は排水部のフィルターを通過できないことから，土粒子の
速度が 0 になることで，排水部に土骨格を形成し始めると共に，移動した超重泥水の
内，土骨格の固相分を差し引いた体積の分散媒が排出される．また，排水部における
土骨格の形成により，体積流量が急激に低下する． 
② 最上部～中間部の超重泥水（分散媒，バライト，ベントナイト）が同一速度で下方に
移動する．中間部の超重泥水と最下部の土骨格との境界面において，移動した超重泥
水中のバライトが土骨格の一部となる．これにより，土骨格の厚みが増加する．また，
移動した超重泥水中の分散媒は土骨格中を通過し，排出される透水現象が生じる． 
③ 土骨格の厚みが増加した後，流速が著しく減少するため，土粒子の粒径，密度の差か
ら，相対的にベントナイト懸濁液の中をバライトの粒子が沈降する．これにより，最
上部においてベントナイト懸濁液が分離する． 
④ 最上部のベントナイト懸濁液と中間部の超重泥水との境界面において，シート状のモ
ンモリロナイトが目詰まりを生じることで，最上部において低透水性の層を形成する． 
 
 
図 6.33 通水開始初期の排水部における超重泥水の挙動の概念図 
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表 6.3 想定される超重泥水内部の各材料の速度の関係 
 最上部 中間部 最下部 
① 通水開始直後 vh=vs=vw vh=vs=vw vh=vs=vw 
② 排水部：骨格形成 vh=vs=vw vh=vs=vw vw > vs (≒0) 
骨格形成および圧密に伴い，vw≒0 
③ 重泥水全体の沈降 vs > vw vh=vs=vw vw > vs (=0) 
④ 流入側：泥膜形成 vba > vbe > vw vh=vs=vw vw > vs (=0) 
ここで vh：超重泥水の速度，vs：土粒子の速度(vba+vbe)，vw：水の速度，vba：バライトの速度，
vbe：ベントナイトの速度 
 
 
図 6.34 超重泥水中の各材料に関する移動速度の時間変化の概念図（下図：材料上部） 
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図 6.35 上方からの通水に伴う超重泥水内部の性状変化の概念図 
 
ここで，Nguyen らによると，ベントナイト泥水の浸透圧密において，端部に形成される
脱水ケーキの乾燥密度は，透水圧に依存するとされる 17)．したがって，同程度の透水圧下
においては，超重泥水の充填高さが異なる場合も，単位面積当たりの体積流量は同一の減少
過程をたどる考えられる．そこで，本章 6.3 において実施した初期供試体高さ 750 mm，断
面積 3.1×104 mm2 のケースと，本章 6.4 において実施した初期供試体高さ 150mm，断面
積 2.8×103 mm2 のケースを図 6.33 に比較する．異なる供試体寸法においても，単位面積あ
たりの体積流量は，同様の過程で減少した．したがって，超重泥水のような泥水材料は，初
期の充填量に関わらず，通水の時間軸に従い同様の遮水性能を発揮することが示唆された． 
 
図 6.33 異なる供試体寸法における体積流量の比較 
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6.6 本章のまとめ 
 
 本章では，超重泥水の遮水性や得られた透水係数の意味について考察した．以下に要点を
まとめる． 
 
1) 超重泥水のような粒子間接触が少なく，初期状態において土骨格を形成しない材料は，
通水に伴い徐々に透水係数を低下させた．また，水頭差の変化の影響を受けやすく，内
部の圧力変化に伴い一時的に流量が増大する現象が生じた． 
 
2) 同一の透水圧下において，超重泥水内部を通過する水の流量は，配合や初期供試体高さ
に依らず，同様に低下した．すなわち，透水圧が同一であれば，通水に伴う土骨格の形
成過程が同様であることが示唆された． 
 
3) 超重泥水は，上部からの通水により最下部（排水部）に緻密な土骨格を形成し，最上部
（流入部）にモンモリロナイトの濃集層，すなわち泥膜を形成した．双方ともに k=3.5
×10-10 m/sec と低い透水係数を示した．また，通水に伴い不均質になった泥水全体の
透水係数は，透水係数の異なる各層の合成値，つまり等価透水係数であることが示唆さ
れた． 
 
4) 上部からの通水により，超重泥水の最下部において，時間遅れの密度増加，すなわち圧
密的現象による土骨格の形成が生じた．また，土骨格の厚みは，通水時間と共に増加し
た．このとき，最下部において土骨格の形成に伴う有効応力が発生したが，最上部の泥
膜に至るまでの中間部分では，泥水圧=間隙水圧，すなわち粒子の分散状態を保った． 
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第7章 予想される超重泥水の使用方法と泥水設計フローの検討 
 
 
7.1 想定される使用方法 
 
 2019 年 9 月現在，1F 廃止措置において，燃料デブリの取り出しおよび原子炉施設の解体
に関しては，格納容器内の状況把握を進めると共に適切なシナリオ・技術を検討している段
階であり，今後の進行状況に応じて複数のシナリオ群から最適案を抽出していくことが想
定される．したがって，想定される超重泥水の利用方法も複数存在し，その用途に応じて要
求性能が異なる．しかし，超重泥水が有する放射線遮蔽性能，遮水性能および充填施工に係
わる特性は，相互に関係していることから，設計においては全体の特性のバランスを総合的
に判断する必要がある．想定される使用方法を以下に列挙する． 
 
7.1.1 ベント管への充填による遮水補助 
 
 汚染水となった冷却水は，格納容器側に閉じ込め，循環・浄化を行う必要がある．現在，
トーラス室内部で亀裂，漏洩（可能性）箇所が確認されており，開口部や漏洩経路に遮水材
料を充填することを想定している．国際廃炉研究開発機構 （IRID）が研究推進を行う「原
子炉格納容器漏えい箇所の補修技術の開発」では，超重泥水がベント管の止水における補修
材として検討されている 1)．2018 年冬には，共同研究者であるゼネコンや材料メーカーに
より構成される研究機関が主体となり，日本原子力研究開発機構(JAEA)楢葉遠隔技術開発
センターにおいて実規模試験を実施し，自己充填コンクリート（止水材）と当該泥水（補修
材）を組み合わせた工法に関して，冠水を想定した圧力条件下(0.4 MPa)において十分な遮
水が実現することが示された．図 7.1 に概略図を示す．本工法では，遮水性能および亀裂発
生部への変形追従性が要求されている．表 7.2 に要求仕様の例を示す． 
 
図 7.1 超重泥水とコンクリートによるベント管内の止水工法 
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表 7.1 要求仕様の例 1) 
要求仕様の例 目標 達成 
水中流動距離 10m 以上 〇 
遮水性能 漏洩量 1L/min 以下 〇 
水頭圧 40m 相当の水頭圧 〇 
耐ホウ酸水 劣化しない 〇 
耐放射線遮蔽性 25MGy で劣化ナシ △（ベントナイトの種類に
より膨張） 
圧送距離 130 m 〇 
ひび割れ発生抑制，拡大防止 ひび割れ指数 1.40 以上 〇 
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7.1.2 燃料デブリ取出し補助材料 
  
 福島第一原子力発電所(1F)における廃止措置の方針としては，将来的に現地を含めた周
辺地域を安全な生活圏として再生し，住人の帰還を可能にすることを目指している．したが
って，1F においては，チェルノブイリ原子力発電所において実施された石棺，すなわち燃
料デブリの現地封じ込めを行わない方針である 2)．しかし，具体的な燃料デブリの取出し方
法や，取出し後の処分方法の検討段階である状況において，作業の本格的な開始には，今後
も長期間を要することが予想される．したがって，状況に応じて取出し作業の開始が可能で
あり，かつ作業被ばく回避や作業用機械の延命などの放射線遮蔽，さらに放射性物質の封じ
込めの観点で，安全性が確立された状況を保つことが求められる． 
 本研究では，ガンマ線，中性子線双方の遮蔽に有効である超重泥水を原子炉内部に充填す
ることで，一時的に燃料デブリを封じ込めるとともに，冷却水中の放射性物質の拡散を抑制
する工法を考案した．本工法は，対象箇所への充填によって，当該材料が放射線を遮蔽する
とともに，現在確認できていない漏洩箇所まで流動し，粒子が亀裂に流入，目詰まりを生じ
ることで，遮水効果を発揮するというものである．図 7.2 は，格納容器への超重泥水の充填
による燃料デブリおよび放射性物質の一時封じ込め措置のイメージである 3)． 
現在，原子炉内では循環注水冷却を実施している状況であり，水を取り除いての材料充填，
すなわち燃料デブリを大気に露出させる作業を要する工法は，危険性が大きい．したがって，
対象箇所，たとえば原子炉格納容器への超重泥水の充填には，水中施工が想定される．施工
方法としては，充填箇所の底面付近までトレミー管を挿入し，底面から徐々に充填面を上昇
させる手法が考えられる． 
 
 
図 7.2 格納容器への超重泥水の充填による燃料デブリの一時封じ込め措置 
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7.2 超重泥水の設計フロー 
 
 超重泥水は，様々な特性を有する．充填材料，放射線遮蔽材料および遮水材料としての役
割を有する超重泥水の配合設計フローを以下に詳述する． 
 
7.2.1 放射線遮蔽設計フロー 
 
 第４章および第 5 章より，超重泥水のガンマ線・中性子線遮蔽性能は，総透過密度および
総透過水分密度に対して一義的な関係を示すことが明らかになった．本章では，この関係を
利用し，放射線遮蔽設計のフローを作成した．式(7-1)は，ガンマ線の遮蔽設計に用いる式
である． 
 
𝑅𝑅𝑟𝑟𝑎𝑎𝑑𝑑 = {1 − 𝑧𝑧𝑥𝑥𝑒𝑒(−0.05𝜌𝜌𝑡𝑡𝑥𝑥)} × 100                      (7-1) 
ここに，ρt : 遮蔽体の湿潤密度 
x: 遮蔽体距離 
 
ここで，環境省が設定する人体への追加被曝許容線量は 0.23 µSv/h であり，そのうち 0.04 
µSv/h が自然由来のガンマ線である．したがって，遮蔽材料から透過が許容される線量値は
0.19 µSv/h である 4)．本研究結果より， 137Cs によるガンマ線量と透過許容線量から必要低
減率が Rrad として算出できるため，遮蔽対象物が放出するガンマ線量が既知であるならば
式 (7-1)より設計に必要となる未知数が算出できる．  
本研究結果は，137Cs を線源として用いた結果であるため，覆土式一時保管施設のような
137Cs による汚染瓦礫の管理施設への適用は有意であると考えられる．しかし，超重泥水の
導入を想定した原子炉建屋における遮蔽の観点では，原子炉圧力容器の外側で計測されて
いる 70～80 Sv/h の放射線量率(東京電力，平成 29 年 7 月)5)を対象とする．また，実際の
圧力容器中心，あるいはデブリがあるとされる格納容器底部においては，この値をはるかに
超えると線量であると考えられる．本研究の実験環境は，最大 1 µSv/h の線量当量率である
ため，1F の現場の 1 億分の 1 以下のレベルである 6)．ここで，理論上，線量の減衰挙動は
線源となる放射性核種および遮蔽材料の厚さ，湿潤密度および質量吸収係数µm によって決
定するため 7)，初期線量の影響によって異なる減衰挙動を示す可能性は低いと考えられる．  
 中性子線に関しても，式(7-2)を用いて同様の方法で体積含水率および厚さより，遮蔽割
合を計算することが可能である． 
 
𝑅𝑅𝑟𝑟𝑎𝑎𝑑𝑑 = {1 − 𝑧𝑧𝑥𝑥𝑒𝑒(−0.15𝜌𝜌𝑒𝑒𝑥𝑥)} × 100                     (7-2) 
ここに，ρm : 遮蔽体の水分密度(= 𝜌𝜌𝑤𝑤 × 𝜃𝜃) 
x: 遮蔽体距離 
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 図 7.3 は，式(7-1)あるいは式(7-2)を用いたガンマ線，中性子線遮蔽設計のためのフロー
図である． 
 
 
 
図 7.3 放射線遮蔽設計フロー（左：ガンマ線遮蔽，右：中性子線遮蔽） 
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7.2.2 遮水設計フロー 
 
 第 6 章より，超重泥水は，通水によって流入部と排水部に低透水性の層を形成すること
が示された．また，圧力センサーと RI 密度走査を用いた非破壊の性状評価により，排水部
である下部では，通水に伴い圧密的な現象が生じ，緻密な土骨格が形成されることが明らか
になった．一方，中間部は通水前後で変わらず湿潤密度が一定であると共に，泥水圧と間隙
水圧の値が同等であることから，粒子間接触がほとんどない流体（粒子の自由度が高い）の
状態を保持することが示された．また，流入部である上部では，試料上面の沈降とともに湿
潤密度の増加が示された．このように，超重泥水は，遮水の観点で低透水性を有する最上層
の泥膜，流体である中間部，緻密な骨格を有する最下層の 3 層の構造を有することが実験
から明らかになった． 
以上の性質から，超重泥水の遮水設計に関しては，流量による設計・管理と，透水係数に
よる設計・管理の二通りが考えられる． 
超重泥水中を通過する水の流量は，同様の透水圧，通水時間の条件下において，超重泥水
の配合や充填量に関わらず同等の値を示す．ここで，既往の研究より，ベントナイト泥水の
遮水性能について，排水部に形成される土骨格，すなわち脱水ケーキの性状は，透水圧に依
存することが示されている 7)．また，本論文 6.4 より，通水時間の経過に伴い，排水部にお
ける土骨格の厚みが増加することが示された．したがって，透水圧および通水時間を設定す
ることで，形成される土骨格の乾燥密度および厚みが予測され，流量を推測することができ
る．図 7.4 は，流量による遮水設計フローである． 
 透水係数による設計においては，遮水性を決定づける部分，すなわち材料全体の中で最も
透水係数が小さい部分である排水部の土骨格，および流入部のモンモリロナイトの泥膜の
性状を把握することが肝要である．排水部における土骨格および流入部で分離したモンモ
リロナイトの量と泥膜の有効モンモリロナイト乾燥密度を算出することで，既往の研究結
果における透水係数と有効モンモリロナイト乾燥密度の関係（図 6.22 参照）から，その透
水係数を推定することが出来る．図 7.5 は，透水係数による遮水設計フローである． 
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図 7.4 流量による遮水設計フロー 
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図 7.5 透水係数による遮水設計フロー 
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7.3 超重泥水の材料費用 
 
 過去に損傷した原子炉設備の洗浄，処分を行った TMI-2 では，費用は総額で 9 億 7,300
万米ドルであった．我が国における 1F の原子炉は，TMI よりも規模が大きく処分の条件も
困難であることから，さらに巨額の費用が掛かることが予想される．このような状況から，
廃止措置に使用する材料は，要求性能を満たした上で可能な限りコストを抑えることが求
められる．超重泥水の材料費用を以下にまとめる． 
 表 7.2 は超重泥水に用いる各材料の費用，表 7.3 は超重泥水の各配合における費用であ
る．1kg 当たりの費用が最も高価格であるピロリン酸ナトリウムは，必要量が水に対して
wt=0.2%と少量であるため，全体のコストへの影響は少ない．一方，バライトは，密度が大
きく多量の添加が必要になるため，比重が大きい配合ほど高価格となる．ここで，7.1.2 に
示した一時封じ込めの場合，充填が想定される格納容器およびトーラス室の総容積は
38,000m3 である．これを超重泥水で満たした場合，配合によって費用が 2 千万円も異なる
という結果を得た．したがって，材料費用を最小限に抑えるためには，要求性能を満たした
上で，可能な限り比重を小さくすることが望ましい． 
 
 表 7.2 各材料の費用 
材料名 費用 
水道水 0.3 円/kg 
ピロリン酸ナトリウム 2350 円/kg 
Na 型ベントナイト 65 円/kg 
バライト 75 円/kg 
 
表 7.3 各配合の超重泥水の単位体積当たりの費用 
 比重 1.1 比重 1.8 比重 2.5 
1m3 当たり 3,940 円 8,380 円 15,260 円 
38,000m3 当たり 15,000,000 円 31,000,000 円 58,000,000 円 
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7.4 超重泥水の配合設計例 
 
 本章で想定する使用方法において，超重泥水には，充填施工が可能な流体であることを前
提として，十分な放射線遮蔽性能および遮水性能を有し，かつ低コストであることが求めら
れる．本研究では，これらの条件を複合的に検討し，合理的な設計を実施するために，三成
分図を用いて配合設計の簡便化を試みた．表 7.4 は，要求性能の例である．表 7.4 に示すよ
うに，要求される条件を本研究から得た材料指標に置き換え，設計に用いる．ここで，第 4
章および第 5 章より，各放射線遮蔽性能は，材料の流亡が無ければ不変である．一方，第 6
章より，遮水性能は材料の不均質性の発達により変化する．本章では，材料の均質性に関わ
らず不変である性能について三成分図で検討し，配合の範囲を絞ったうえでその他の条件
を考慮するものとした．図 7.6 は，超重泥水の配合設計フローの例である． 
図 7.7，図 7.8 および図 7.9 は，三成分図による超重泥水の配合設計手順である．図 7.7
に示す液性限界の範囲を流体とする．基本配合の超重泥水（比重 2.5，1.8 および 1.1）は，
流体の範囲に含まれる．図 7.8 は，図 7.7 に厚さ 10 cm においてガンマ線遮蔽が 50%以上
となる範囲を追加したものであり，比重 1.1 はこの範囲に含まれない．また，図 7.9 は，図
7.8 に厚さ 10 cm において中性子線遮蔽が 50%以上の範囲を追加したグラフであり，この
段階で，①流体，②中性子線遮蔽 50%以上，および③ガンマ線遮蔽 50%以上の条件に適合
する配合は，図 7.9 の黄色の枠に含まれる比重 2.5 および比重 1.8 である．費用について考
慮すると，枠内の中でも比重が小さい配合が望ましい．そこで，該当する配合について，十
分な遮水性を有するかを検討するため，透水試験あるいは有効モンモリロナイト乾燥密度
の算出による透水係数の推定を実施する．これらの一連によって，表 7.4 に示す条件を満た
した配合が導き出される． 
本章では，性状変化に依存しない性能を三成分図内で検討し，性状に応じて変化する性能
を他の方法で検討した．さらに条件が追加された場合，成分図により検討する内容を見極め
ることが必要である． 
 
表 7.4 要求性能の例 
 要求される条件 置き換えられる材料指標 性能変化の有無 
① 充填可能な流体 液性限界以上の含水比 不変（充填時のみ） 
② 
厚さ 10cm 
全中性子線量 50%以下 
体積含水率 30%以上 
不変 
③ 
厚さ 10cm 
ガンマ線量 50%以下 
比重 1.5 以上 
不変 
④ 透水係数 10-9 m/sec 以下 
有効モンモリロナイト乾燥密度
0.1 Mg/m3 以上（部分的） 
不均一性の発達に伴
い変化 
⑤ 低コスト 低比重 なし 
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図 7.6 超重泥水による配合設計フローの例 
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図 7.7 三成分図を用いた超重泥水の設計例（流体の範囲） 
 
図 7.8 三成分図を用いた超重泥水の設計例（流体の範囲，10cm でガンマ線遮蔽 50%の
範囲） 
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図 7.9 三成分図を用いた超重泥水の設計例（流体の範囲，10cm でガンマ線遮蔽 50%以
上の範囲，10cm で中性子線遮蔽 50%以上の範囲） 
 
 
7.5 本章のまとめ 
 
 本章では，第 2 章から第 6 章で得た超重泥水の特性をもとに，配合設計のフローを提示
した．本章の要点を以下に示す． 
 
1) 超重泥水や他の土質材料による放射線遮蔽性能は，材料全体の平均的な性状（総透過湿
潤密度，総透過水分密度）によって決定するため，配合時の均質な状態における湿潤密
度および体積含水率よる設計が可能である． 
 
2) 超重泥水の遮水性は，水と超重泥水の境界に形成される泥膜，および排水部で形成され
る緻密な土骨格の性状に支配される．流量による設計においては，透水圧に伴う排水部
の土骨格の性状，また通水時間に伴う厚みの増加から推測できる．一方，透水係数によ
る設計においては，排水部における土骨格および流入部に形成される泥膜の有効モン
モリロナイト乾燥密度より，材料において最も低い透水係数が推測される． 
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第8章 結論 
 
 
8.1 結論 
 
 本研究では，放射線遮蔽性能と遮水性能を併せ持つ土質系充填材料「超重泥水」に関して，
その性能を定量評価するとともに，各性能の発現要因を特定することで，確実かつ合理的な
放射線遮蔽設計・遮水設計の実現に資するものとした．本研究において得られた成果を章ご
とに以下に示す． 
 
第 1 章では，福島第一原子力発電所の事故の概要と現状を整理した上で，地盤工学の知
見を応用した充填型土質材料「超重泥水」の利用の有意性を示し，現場に適用する上で必要
となる課題を抽出した．また，本論文の目的と構成を示した． 
 
第 2 章では，超重泥水の基本的特性について論じた．超重泥水の基本概念を提示し，各材
料の特性を評価した上で，その選定理由を論じた．また，基本的な配合条件を提示し，それ
らの微視的特性（粒子間相互作用，間隙構造，SEM 観察）および巨視的特性（粘度，せん
断応力）を評価した．その結果，超重泥水はチキソトロピー性を有する流体であり，静置に
伴い内部で構造を形成することでせん断強度が増加するため，静置に伴い固体的挙動に近
づくが，せん断を加えると粘性が低下し，再び流体として機能することを示した．  
 
第 3 章では，超重泥水や他の土質材料の放射線遮蔽性能を評価するための実験方法の構
築について論述した．本研究では，放射線の中でも特に透過能力の大きいガンマ線および中
性子線に関して，一次元方向における透過線量の測定や，物質透過中の散乱成分に関する実
験方法を構築した，また，放射能が経年減衰する放射性核種を用いた測定において，数年間
にわたり取得した試験結果の総括を行うため，減衰の影響を排除した指標「放射線低減率」
を提案した． 
 
第 4 章では，超重泥水や他の土質材料のガンマ線遮蔽性能について詳述した．電磁波の
一種であるガンマ線は，物質中の電子との衝突によりのエネルギーを減じるため，その遮蔽
性能は，材料中の電子の存在度と相関性のある湿潤密度に正比例することが示された．また，
遮蔽体厚さの増加に伴い，ガンマ線と電子との衝突確率が指数関数的に増加するため，その
遮蔽性能も同様に増加した．ガンマ線は，遮蔽体透過中の散乱の影響は少なく，その遮蔽性
能の評価においては一次元方向のみ考慮すればよいという結果を得た． 
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第 5 章では，超重泥水や他の土質材料の中性子線遮蔽性能について詳述した．速度を持
つ中性子の粒子線である中性子線は，同質量の物質との衝突によりそのエネルギーを減じ
ることから，その遮蔽性能は水の存在割合である体積含水率に依存することが示された．ま
た，遮蔽体厚さの増加に伴い，中性子と電子との衝突確率が指数関数的に増加するため，そ
の遮蔽性能も同様に増加した．中性子線は，その移動速度ごとに異なる挙動を示し，2.2 km/s
以下の場合，ホウ素に吸収され線量を減じることが示された．また，中性子線は遮蔽体の透
過中に衝突・散乱を繰り返し，その分布は全方向に広がりを持つ結果を得た． 
 
第 6 章では，土粒子の移動性が高い材料である超重泥水の遮水性を評価するため，材料
上部から通水を行い，体積流量の測定を行った．体積流量は，通水初期から急激に低下し，
経時に伴い一定値に収束した．このとき，超重泥水の供試体内部で生じた現象について考察
するため，供試体全体の透水係数および一定量通水後の鉛直方向各層の透水係数を評価し
た．一定の透水圧で通水を行った場合，超重泥水の透水係数は，累積通水量の増加に伴い低
下し，約 6.0×10-10 m/s で収束した．ここで得られた透水係数は，通水により不均質になっ
た泥水各層の透水係数の合成値，すなわち等価透水係数である．鉛直方向各層の透水係数は，
通水液の流入側である最上層と排水側の最下層において，約 3.0×10-10 m/s と同程度の低い
透水係数を示した．また，通水中の供試体鉛直方向における湿潤密度分布，泥水圧分布，間
隙水圧分布の経時変化より，通水初期における急激な遮水性の発達に伴い，排水部における
土骨格の形成が確認された．土骨格の形成以降，供試体の上部では，水の移動速度が 0 に近
づくことで，土粒子の沈降が支配的となった．供試体の下部では，土骨格の厚みが増加する
とともに，湿潤密度が徐々に増加した．以上より，超重泥水の最上部の低透水性は，粒径や
比重が異なる土粒子の分離，すなわち低透水性に寄与するモンモリロナイトの濃集に起因
し，最下層の低透水性は，土骨格の形成と透水圧による圧密的現象に伴う間隙の減少に起因
することが示された． 
 
第 7 章では，第 2 章から第 6 章で得た超重泥水の特性から，配合設計のフローを提示し
た．本章では，確実かつ合理的な設計のため，材料に要求される条件を本研究から得た材料
指標に置き換え，設計に用いるものとした．超重泥水や他の土質材料による放射線遮蔽性能
は，材料全体の平均的な性状（総透過湿潤密度，総透過水分密度）によって決定するが，遮
水性能は，水と超重泥水の境界（上部）に形成される泥膜，および排水部（下部）で形成さ
れる緻密な土骨格の性状に支配される．そのため，材料の均質性によらない放射線遮蔽性能
などについて，三成分図により各条件の適合範囲を求めた後，該当範囲の配合を用いてその
他の条件，すなわち不均質性の発達に伴い変化する遮水性などを考慮する方法を提案した． 
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以上の研究成果より，以下の結論を得た． 
 
1) 超重泥水は，高比重かつ高含水であることにより，高いガンマ線遮蔽性能と水と同等
の中性子線遮蔽性能を示すことが示された．これらの性能は，超重泥水の厚さ，平均
的な湿潤密度および体積含水率に依存するため，材料分離や性状変化が生じた場合
も，充填箇所内部（所定の体積内）における総量が同一であれば，その遮蔽性能は変
化しない． 
 
2) 超重泥水による遮水は，①通水液との境界に形成される泥膜，および②排水部で形成
される緻密な土骨格による．①は材料中の比重・粒径の差による分離およびフィルト
レーションによるものであり，②は圧密的現象に伴う間隙の減少によるものである．
上述の形成は，通水によって促進されるため，時間経過に伴い遮水性が増加する．し
たがって，特に汚染水に対する遮水設計に際しては，初期状態から遮水性発現に至る
までの遷移を把握し，漏洩量の管理を行うことが重要である． 
 
3) 超重泥水は，ポンプ圧送が可能な流動性とともに，チキソトロピー性を有する流体で
ある．この特性は，充填・静置後も，必要に応じて材料に振動や攪拌を加えることで，
再取り出しが可能であることを示す．すなわち，燃料デブリの最終処分地が決定する
までの長期間，放射線遮蔽および遮水性を併せ持つ材料による一時的な封じ込め措
置として使用することが出来る． 
 
土木施工に用いる地盤安定液の知見から，超重泥水のような泥水状の材料は，燃料デブリ
取り出し作業に有効である様々な性質を有する．具体的には，含水による流動性，粘土粒子
の電気的引力に起因する高粘性，安定性および掘削ずりの保持性能，端部でのマッドケーキ
形成による遮水性，粘土粒子のイオン吸着による汚染水浄化性能などである．施工現場では，
上記のような性質を組み合わせて要求性能を満たす適切な材料配合を行うが，その多くは
経験則による．したがって，各性質の関連性を理論的に提唱し，要求性能を満たす材料を開
発することは，学術的に重要な意味を持つ．また，このような材料を開発することは，事故
を起こした原子力発電所への適用のみならず，通常の廃炉並びに土木分野の泥水工法にも
大きく寄与できるものであり，本論文成果は有意義なものである． 
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住友建設㈱），那須郁香氏（現 鹿島建設㈱），今井健人氏（現 修士二年），神田皓城氏（現 
修士二年），宮路将人氏（現 修士二年），関本貴斗氏（現 修士一年），恒川直輝氏（現 ㈶
日本不動産研究所），国府田隆氏（現 学部四年），原崎智氏（現 学部四年）とは，多くの
時間を共有し，目的に向かってを成し遂げていく中で，共に成長させていただきました．地
盤工学研究室の先輩方，同期の皆様，そして後輩の皆様には，研究支えていただきました．
また，地盤工学研究室秘書 朝岡律様には，研究を行う上で不可欠である様々な事務手続き
に関して，多大なご支援をいただきました．ここに深く感謝申し上げます． 
 
最後に，これまでの人生を好きに生きることを許してくれた父 吉川秀昭，毎日快適な生
活環境を維持し全面的にサポートしてくれた母 吉川陽子，また書類の文面を真剣に添削
してくれた兄 吉川秀平に厚く御礼申し上げます． 
 
本論文の完成は，多くの皆様によるご支援の賜物であります．本研究の遂行，論文の執筆
をご支援いただいた全ての方に，この場を借りて厚く御礼申し上げます． 
用語集 
 
せん断速度                              pp.35，41-46 
 二平板間に存在する流体を想定し，速度 V で移動する平板の速度を平板間の距離で除し
た値である．流体にひずみを与える速度の大小を表す指標として用いられる．他に「ずり速
度」，「速度勾配」と呼ばれる． 
 
 
せん断応力                            pp.35，38，42-45 
 流体を流動させる際の応力を指す．他に「ずり応力」と呼ばれる． 
 
 
粘度                                 pp.35，41-45 
 せん断応力をせん断速度で除した値を指す． 
 
 
チキソトロピー                           pp.42，46，149 
 可逆的にゾルからゲル，ゲルからゾルに転移する現象であり，粘度が時間経過に伴い増加
する材料が有する特性である． 
 
 
有効モンモリロナイト乾燥密度          pp.24, 25, 116-120, 140, 144, 147 
モンモリロナイトの質量をモンモリロナイトの体積，間隙水の体積および間隙空気の体
積の和で除した値．ベントナイト系材料の透水係数と良い相関を有する指標として使用さ
れる． 
 
 
放射線低減率                          pp.66, 72, 88, 149 
 放射線の初期値に依らず，低減した線量の割合を示す．遮蔽体の放射線量の低減能力を端
的に示す指標である． 
 
 
総透過密度                          pp.72, 79, 138, 147 
 放射線が透過したある湿潤密度を有する全ての遮蔽体に関して，その湿潤密度と厚さを
乗じた値の総和を指す． 
総透過水分密度                        pp.88, 89, 138, 147 
 放射線が透過したある水分密度（体積含水率/100×水の密度）を有する全ての遮蔽体に関
して，その水分密度と厚さを乗じた値の総和を指す． 
 
 
熱中性子捕獲ガンマ線                          pp.90-98 
 物質が熱中性子線を捕獲した際，安定状態に移行するために放出されるガンマ線のこと． 
 
 
等価透水係数                           pp.115, 132, 150 
 透水係数が鉛直方向で不均質である供試体の鉛直方向全体の透水性を評価する指標．各
層の透水係数の合成値． 
  
 
RI 密度走査                         pp.121, 122, 123, 140 
RI 計器を用いて供試体の鉛直方向の湿潤密度の分布を分析する手法． 
 
 
三成分図                            pp.144, 146, 147 
 主に材料化学で用いられる三元系の状態図のことを指す． 
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